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平成22年度文部科学省予算（案）について

○文教予算については過去３０年で最高の伸び率(対前年度8.1％増)

○家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して勉学に
打ち込める社会をつくるため、公立高校の授業料を無償化するととも
に、高等学校等就学支援金を創設することにより、民主党マニフェス
トを更に踏み込んだ内容を実現

○義務教育費国庫負担金については、教員が子どもと向き合う時間を確
保するため、教職員定数を大幅に改善（4,200人(対前年度の5倍強)）

○国立大学法人運営費については、骨太2006以来の削減方針を撤回

○文教予算については過去３０年で最高の伸び率○文教予算については過去３０年で最高の伸び率((対前年度対前年度8.18.1％増％増))

○○家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して勉学に家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して勉学に
打ち込める社会をつくるため、公立高校の授業料を無償化打ち込める社会をつくるため、公立高校の授業料を無償化するとともするととも
に、高等学校等就学支援金を創設することにより、民主党マニフェスに、高等学校等就学支援金を創設することにより、民主党マニフェス
トを更に踏み込んだ内容を実現トを更に踏み込んだ内容を実現

○義務教育費国庫負担金については、教員が子どもと向き合う時間を確○義務教育費国庫負担金については、教員が子どもと向き合う時間を確
保するため、教職員定数を大幅に改善（保するため、教職員定数を大幅に改善（4,2004,200人人((対前年度の対前年度の55倍強倍強))））

○国立大学法人運営費については、骨太○国立大学法人運営費については、骨太20062006以来の削減方針を撤回以来の削減方針を撤回

◆公立高校の授業料無償化及び高等学校等就学支援金の創設
3,933億円（ 新 規 ）

・公立高校生については授業料を不徴収とすることにより無償化を実現
・私立高校生等については年額118,800円を上限とした就学支援金を支給

（低所得世帯については、所得に応じて59,400円～118,800円を追加支給）

◆義務教育費国庫負担金 1兆5,938億円（△545億円）
・定数改善（H21’800人→4,200人） ※自然減 H21’△1,900人 H22’△3,900人

○「コンクリートから人へ」の理念に立ち、「人と知恵」を産み育てる施
策に重点化

○マニフェスト主要事項である高校の無償化を確実に実施
○その他の事業については事業仕分けの評価結果を踏まえた予算の見直し
を行い、文部科学省予算については、過去３０年で最高の伸び率となる
５兆５，９２６億円（対前年度3,109億円(5.9％)増）を確保

○「コンクリートから人へ」の理念に立ち、「人と知恵」を産み育てる施○「コンクリートから人へ」の理念に立ち、「人と知恵」を産み育てる施
策に重点化策に重点化

○マニフェスト主要事項である高校の無償化を確実に実施○マニフェスト主要事項である高校の無償化を確実に実施
○その他の事業については事業仕分けの評価結果を踏まえた予算の見直し○その他の事業については事業仕分けの評価結果を踏まえた予算の見直し
を行い、文部科学省予算については、過去３０年で最高の伸び率となるを行い、文部科学省予算については、過去３０年で最高の伸び率となる
５兆５，９２６億円（５兆５，９２６億円（対前年度対前年度3,1093,109億円億円(5.9(5.9％％))増）増）を確保を確保

平成22年度文部科学省予算（案）のポイント平成平成2222年度文部科学省予算（案）のポイント年度文部科学省予算（案）のポイント

〈〈文教関係予算のポイント文教関係予算のポイント〉〉

初等中等教育の充実

対 前 年 度
増 △ 減 額 増△減率

3兆9,228億円 4兆2,419億円 3,191億円 8.1%

平 成 22 年 度
予 算 額 ( 案 )

区 分
平 成 21 年 度
予 算 額

文 教 関 係 予 算

対 前 年 度
増 △ 減 額 増△減率

5兆2,817億円 5兆5,926億円 3,109億円 5.9%

区 分
平 成 21 年 度
予 算 額

平 成 22 年 度
予 算 額 ( 案 )

文 部 科 学 省 予 算



◆公立学校施設整備費 1,032億円（△ 19億円）
・耐震性の低い施設の耐震化に重点化
（約1,900棟→約2,200棟 耐震化関連予算 910億円〈対前年度127億円増〉）

◆医師不足解消のための医師等養成と大学病院の機能強化 68億円(14億円増)
・医師等の医療人材養成機能強化、勤務環境の改善など

◆大学等奨学金 1,309億円（ 前 同 ）
・事業費 9,475億円→1兆55億円(580億円増)
・貸与人員 115万人→118万人(3.5万人増）無利子 5千人増

有利子 3万人増
・無利子奨学金における支給開始時期の早期化（在学採用7月→4月）

◆幼稚園就園奨励費補助 204億円（0.2億円増）
・低所得者への給付の重点化

◆国立大学法人等施設の整備 503億円（62億円増）
・耐震化、大学附属病院の再生等 〔他に、財政融資資金 388億円(11億円増)〕

◆学校・家庭・地域の連携協力推進事業 131億円（△ 12億円）
・スクールカウンセラー等活用事業 小学校3,650校→10,000校

◆教員の資質向上 5億円（△ 7億円）
・教員免許制度の抜本改革、講習開設事業費等補助

◆全国的な学力調査の実施 33億円（△ 24億円）
・抽出調査(抽出率約30％程度)及び希望利用方式に変更

◆地域に根ざした道徳教育の推進 7億円（△ 6億円）
・自治体による多様な事業への支援、「心のノート」ＷＥＢ掲載

◆外国語教育の推進 3億円（△ 6億円）
・新学習指導要領の実施に向けた条件整備(英語ノート、音声教材の配付)等

◆芸術表現を通じたｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教育の推進 0.1億円（ 新 規 ）
・コミュニケーション教育推進のための具体的な指導法の開発等

※この他に子どものための優れた舞台芸術体験事業の中で児童生徒の芸術表現体験を実施(2億円程度)

大学教育の充実と教育の質保証

大括り化、統合補助金化等の見直しにより金額、件数を半分以下に抑制
【21年度】163億円 → 【22年度】79億円（△84億円）
【21年度】 145件 → 【22年度】 66件（△79件）

モデル事業・委託調査費

多様な人材を育む私学の支援
◆私立大学等経常費補助 3,222億円（ 4億円増）
※授業料減免等の拡大 20億円増

◆私立高等学校等経常費助成費等補助 999億円（△40億円）

◆国立大学法人運営費交付金 1兆1,585億円（△110億円）
・医学部入学定員増に伴う教育環境の整備充実 13億円増
・授業料免除枠の拡大(50,900人→55,100人) 14億円増
・地域医療のセーフティネット構築のための体制整備等 79億円増

第2号補正予算
82億円

第2号補正予算
29億円

※国私立大学約8.5万人に対する授業料減免措置



〈〈文化・芸術関係予算のポイント文化・芸術関係予算のポイント〉〉

○優れた芸術文化活動への支援や地域の伝統文化の継承、メディア芸術
の振興など、「ハード」整備から「ソフト」「ヒューマン」への支援
に重点を置くことにより、文化･芸術関係予算について、過去最高の
1,020億円を確保

○優れた芸術文化活動への支援や地域の伝統文化の継承、メディア芸術○優れた芸術文化活動への支援や地域の伝統文化の継承、メディア芸術
の振興など、「ハード」整備から「ソフト」「ヒューマン」への支援の振興など、「ハード」整備から「ソフト」「ヒューマン」への支援
に重点を置くことにより、文化･芸術関係予算について、過去最高のに重点を置くことにより、文化･芸術関係予算について、過去最高の
1,0201,020億円を確保億円を確保

◆メディア芸術の振興 15億円( 8億円増)
・我が国の優れたメディア芸術の一層の振興策として、「メディア芸術デジ
タルアーカイブ」や「メディア芸術情報拠点・コンソーシアム構築事業」
など「ソフト」「ヒューマン」を重視した新たな施策を展開

対 前 年 度
増 △ 減 額 増△減率

1,015億円 1,020億円 5億円 0.5%

区 分
平 成 21 年 度
予 算 額

平 成 22 年 度
予 算 額 ( 案 )

文 化 ・ 芸 術 関 係 予 算

◆優れた劇場・音楽堂からの創造発信事業 16億円( 新 規 )
・劇場・音楽堂が中心となり、地域住民や芸術関係者等が主体となって取り
組む音楽、舞踊、演劇等の舞台芸術の制作、教育普及、人材育成等を支援

（80地域程度)

◆地域の伝統文化の確かな継承と活性化 16億円( 新 規 )
・地域に伝わる伝統文化の活性化や復興等のため各地域の主体的な取り組
みを支援 （160箇所程度)

○国際競技力の向上や、誰もが身近な地域でスポーツに取り組むことが
できるようにするなど、国民に夢や感動をもたらすのみならず、社会や
経済に活力を与え、国際的な理解や共感、信頼関係を醸成するスポーツ
関係予算について、過去最高の227億円を確保

○国際競技力の向上や、誰もが身近な地域でスポーツに取り組むことが○国際競技力の向上や、誰もが身近な地域でスポーツに取り組むことが
できるようにするなど、国民に夢や感動をもたらすのみならず、社会やできるようにするなど、国民に夢や感動をもたらすのみならず、社会や
経済に活力を与え、国際的な理解や共感、信頼関係を醸成するスポーツ経済に活力を与え、国際的な理解や共感、信頼関係を醸成するスポーツ
関係予算について、過去最高の関係予算について、過去最高の227227億円を確保億円を確保

◆世界で活躍するトップレベル競技者の育成・強化
・競技力向上ナショナルプロジェクト 24億円(18億円増)

2012年ﾛﾝﾄﾞﾝｵﾘﾝﾋﾟｯｸでの獲得ﾒﾀﾞﾙの増加を目指し、国際競技力の向上を図る。
－チーム「ニッポン」マルチサポート事業 8→17競技種目
－次世代アスリート特別強化推進事業 17競技団体

〈〈スポーツ関係予算のポイントスポーツ関係予算のポイント〉〉

対 前 年 度
増 △ 減 額 増△減率

225億円 227億円 2億円 0.9%ス ポ ー ツ 関 係 予 算

区 分
平 成 21 年 度
予 算 額

平 成 22 年 度
予 算 額 ( 案 )

◆体力向上のための取組の推進
・子どもの体力向上啓発事業 3億円(2.6億円増)

小学校等に著名ｽﾎﾟｰﾂ選手を派遣し、子どもたちが主体的にｽﾎﾟｰﾂに親しむ態度
や習慣を身につけさせ、子どもの体力向上を図る。



〈〈科学技術予算のポイント科学技術予算のポイント〉〉

○科学技術予算は、第2号補正予算を含めると、対前年度135億円増
（1.3％増）を確保

○低炭素社会の実現に向けて、グリーンイノベーションを目指した研究開
発を大幅に拡充（61億円増、対前年度予算額比 267％）

○事業仕分けの結果を踏まえ、競争的資金制度について整理統合・一元化
を推進するとともに、基礎研究の基盤となる科研費、戦略的創造研究推
進事業については要求額を満額確保

○宇宙、原子力、海洋分野等の大型国家プロジェクトを着実に推進

○科学技術予算は、第2号補正予算を含めると、対前年度対前年度113535億円増億円増
（（1.31.3％増）を確保％増）を確保

○低炭素社会の実現に向けて、グリーンイノベーションを目指した研究開グリーンイノベーションを目指した研究開
発を大幅に拡充発を大幅に拡充（61億円増、対前年度予算額比 267％）

○事業仕分けの結果を踏まえ、競争的資金制度について整理統合・一元化
を推進するとともに、基礎研究の基盤となる科研費、戦略的創造研究推基礎研究の基盤となる科研費、戦略的創造研究推
進事業については要求額を満額確保進事業については要求額を満額確保

○宇宙、原子力、海洋分野等の大型国家プロジェクトを着実に推進大型国家プロジェクトを着実に推進

◆先端的低炭素化技術開発 25億円（ 新 規 ）
・温室効果ガスの削減を中長期にわたって継続的かつ着実に進めるべく、低炭
素社会の実現に必要な先端的技術の研究開発を支援

◆科学研究費補助金 2,000億円（30億円増）
・人文・社会科学から自然科学までの全ての分野にわたり、あらゆる学術研究
（研究者の自由な発想に基づく研究）を支援を支援

◆戦略的創造研究推進事業 505億円（ 8億円増）
・目的志向型の基礎研究を推進（目利き（ノーベル賞級研究者）の評価により
長期間（最長１０年）の研究を可能とする仕組みを一部導入）

◆革新的ﾊｲﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ･ｲﾝﾌﾗの構築 228億円（37億円増）
・事業仕分けの結果を踏まえ、「次世代スパコン」を開発側から利用者側の視
点に立つものに転換し、ユーザーの多様なニーズを反映しつつ推進

◆最先端研究開発戦略的強化費補助金（仮称） 400億円（ 新 規 ）
・最先端研究開発支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑで支援される研究開発課題を加速・強化させる
とともに、若手・女性等研究者に対する支援を強化

◆特別研究員事業（DC) 114億円（ 3億円増）
・優秀な博士課程学生が主体的に研究に専念できるよう支援（4600→4736人）

◆地域イノベーションクラスタープログラム 121億円（△15億円）
・事業仕分けの指摘を踏まえ事業を整理・合理化したうえで、地域の大学等を
核とした産学官のネットワークを構築し、地域の特色を活かした強みを持つ
クラスターの形成を行うべく、継続事業を着実に推進

※他に21年度第２号補正予算として240億円を計上

対 前 年 度
増 △ 減 額 増△減率

1兆 449億円 1兆 344億円 △105億円 △1.0%科 学 技 術 予 算

区 分
平 成 21 年 度
予 算 額

平 成 22 年 度
予 算 額 ( 案 )



文部科学省予算の推移

（単位：億円）

対前年度 対前年度

昭和５３年度 38,689 15.0% 35,242 16.9%

昭和５４年度 43,209 11.7% 39,306 11.5%

昭和５５年度 45,572 5.5% 41,503 5.6%

昭和５６年度 47,774 4.8% 43,443 4.7%

昭和５７年度 49,041 2.7% 44,563 2.6%

昭和５８年度 48,610 △ 0.9% 44,086 △ 1.1%

昭和５９年度 49,014 0.8% 44,452 0.8%

昭和６０年度 49,036 0.0% 44,493 0.1%

昭和６１年度 49,027 △ 0.0% 44,441 △ 0.1%

昭和６２年度 49,074 0.1% 44,398 △ 0.1%

昭和６３年度 49,170 0.2% 44,311 △ 0.2%

平 成 元 年 度 49,934 1.6% 44,787 1.1%

平 成 ２ 年 度 51,686 3.5% 46,270 3.3%

平 成 ３ 年 度 54,455 5.4% 48,760 5.4%

平 成 ４ 年 度 57,313 5.2% 51,235 5.1%

平 成 ５ 年 度 58,640 2.3% 52,121 1.7%

平 成 ６ 年 度 60,068 2.4% 53,068 1.8%

平 成 ７ 年 度 61,319 2.1% 53,769 1.3%

平 成 ８ 年 度 62,832 2.5% 54,534 1.4%

平 成 ９ 年 度 63,912 1.7% 54,795 0.5%

平成１０年度 63,760 △ 0.2% 54,414 △ 0.7%

平成１１年度 64,860 1.7% 54,965 1.0%

平成１２年度 65,142 0.4% 54,921 △ 0.1%

平成１３年度 65,784 1.0% 55,237 0.6%

平成１４年度 65,798 0.0% 55,091 △ 0.3%

平成１５年度 63,220 △ 3.9% 52,238 △ 5.2%

平成１６年度 60,599 △ 4.1% 48,365 △ 7.4%

平成１７年度 57,333 △ 5.4% 43,959 △ 9.1%

平成１８年度 51,324 △ 10.5% 39,261 △ 10.7%

平成１９年度 52,705 2.7% 39,183 △ 0.2%

平成２０年度 52,739 0.1% 39,395 0.5%

平成２１年度 52,817 0.2% 39,228 0.1%

文部科学省予算
年 度

※平成１１年度以前は文部省と科学技術庁予算の合計。

　うち　文教予算

対 前 年 度
増 △ 減 額 増△減率

5兆2,817億円 5兆5,926億円 3,109億円 5.9%

区 分
平 成 21 年 度
予 算 額

平 成 22 年 度
予 算 額 ( 案 )

文 部 科 学 省 予 算



 

 

２．平成２２年度予算案の概要（抄）＿＿＿＿＿＿＿ 

（科学技術・学術政策局、研究振興局、研究開発局） 
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前 年 度
予 算 額

22 年 度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

3,655 9,767 6,112

293,802 341,053 47,250

273,283 276,211 2,928

備 考

◇ 研 究 開 発 力 の 強 化
〔 成 長 の 原 動 力 と し て 我 が 国 の 生 命 線 で あ る 科 学 技 術 の 振 興 〕

◇

事 項

基礎研究の充実(１)

１．グリーンイノベーションを目指した研究開発

２．成長の源泉となる「基礎科学力」の強化

○概要：　基礎科学は、真理の探求により人類の根源知としての文化的価値を生み出し、人類の存続
　　　　に係る諸課題を解決するとともに、イノベーションにより新たな価値や技術を創造し、社会
　　　　経済の発展の源泉として大きな役割を果たすものである。基礎科学力の強化により、大学や
　　　　研究機関の教育力・研究力を世界トップレベルまで引き上げ、科学技術の力で世界をリード
　　　　することを目指し、基礎研究の充実を着実に推進するため、以下の事業等を推進する。

　　◆科学研究費補助金【拡充】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （200,000百万円）
　　    研究活動の裾野の拡大を図り、持続的な研究の発展と重厚な知的蓄積の形成に資するため、
　　　人文・社会科学から自然科学までの全ての分野にわたり、あらゆる学術研究（研究者の自由な
　　　発想に基づく研究）を支援する。

　　◆戦略的創造研究推進事業【拡充】　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （ 50,549百万円）
　　    今後のイノベーション創出につながる新技術の芽を創出するため、社会的・経済的ニーズを
　　　踏まえ国が定めた戦略目標の達成に向けた目的志向型の基礎研究を推進する。なお、一部につ
　　　いて、基礎科学力強化に向け、目利き（ノーベル賞級研究者）の評価により長期間（最長10年）
      の研究を可能とする仕組みを導入する。

○概要： 温室効果ガスの大幅削減を実現し、「低炭素型社会」への転換に貢献していくため、「文部科学
省
       低炭素社会づくり研究開発戦略（平成21年8月文部科学大臣決定）」に基づき、革新的な低炭素化の
       ための技術の開発や、今後避けることのできない地球温暖化の影響に適応するための研究開発、低
炭
       素社会実現に向けた研究開発の方向性を示すシナリオ研究等のグリーンイノベーション推進に向け
た
       研究開発を推進する。

　　◆先端的低炭素化技術開発【新規】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （2,500百万円）
        温室効果ガスの削減を中長期にわたって継続的かつ着実に進めていくため、低炭素社会の実現に必
      要な先端的技術の研究開発を行う。
　　◆気候変動適応戦略イニシアチブ【拡充】　　　　　　　　　　　　　　　　       （1,618百万円）
        観測・予測データの収集からそれらのデータを解析処理するための共通的プラットフォームの整備
      ・運用を通じた具体的適応策の提示までを統合的・一体的に推進することにより、温暖化に伴う環境
      変化への適応に関する研究開発を推進する。
　　◆低炭素社会実現のための社会シナリオ研究【新規】　　　　　　　　　　　       （  300百万円）
        低炭素社会の実現に資する新技術に着目しつつ、人文・社会科学と自然科学の研究者の知見を結集
      し、産業構造、社会構造、生活様式、技術体系等の相互連関や相乗効果の検討等を行い、低炭素社会
      実現に向けた研究開発の方向性等を提示する。



前 年 度
予 算 額

22 年 度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

備 考事 項

19,032 22,779 3,746

0 40,000 40,000

1,487 2,064 576

革新的ﾊｲﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ･ｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ･ｲﾝﾌﾗの構築

(３)

独創的創造的人材育成

「最先端研究開発戦略的
強化費補助金」の創設

(２)

(４)

　　◆スーパーサイエンスハイスクール支援事業【拡充】　　　　　　　　　　　    （  2,064百万円）
　　　学習指導要領によらないカリキュラムの開発・実践や体験的・問題解決的な学習を行うなど、先進
　　的な理数教育を実施する高等学校等をスーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）として指定し、そ
　　の取組を支援する。支援校数を106校から125校へ拡大するとともに、ＳＳＨ指定校への支援を拡充す
　　る。

　　◆最先端研究開発戦略的強化費補助金【新規】　　　　　　　　　    　　　　（  40,000百万円）
　　　最先端研究開発支援プログラムに採択された３０課題の研究開発を一層加速・強化する。
　　　また、若手・女性等研究者への支援を強化するために、中長期的な研究開発を戦略的に実施するこ
　　ととし、研究基盤となる設備の整備・運用等に係る経費を補助する。さらに、海外への研究者派遣
    （いわゆる「武者修行」）の機会を提供する。

○概要： 多様なユーザーニーズに応える革新的な計算環境を実現するため、世界最先端・最高性能を
　　　　目指した次世代スーパーコンピュータを開発･整備するとともに、次世代スパコンと国内のス
　　　　パコンをネットワークで結び協調的に利用する「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティ
　　　　ング・インフラ（HPCI）」を構築する。

　　◆次世代スーパーコンピュータの開発・利用　　　　　　                （20,939百万円）
　　　　今後とも我が国が科学技術・学術研究、産業、医・薬など広汎な分野で世界をリードし続け
　　　るため、平成２４年の完成を目指し次世代スーパーコンピュータを開発・整備する(平成24年6月
　　　までに10ペタFLOPS級を達成)。
　　◆革新的HPCに必要な研究開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（ 1,840百万円）
        スパコンを所有する大学や独法等（ユーザを含む）がコンソーシアムを形成し、連携したスパ
　　　コンをユーザーの多様なニーズに応じ、協調的に利用するために必要なソフトウェア等を開発す
　　　る。また、グランドチャレンジアプリケーションの開発、戦略プログラムを実施する。



前 年 度
予 算 額

22 年 度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

備 考事 項

39,805 39,930 125

15,557 14,957 △ 600

３．将来を支える科学技術人材の育成・確保

４．科学技術外交の戦略的推進

○概要：　科学技術人材の育成・確保、活躍の促進に向け、理数好きな子どもの裾野の拡大や子どもの
　　　　才能を見出し伸ばす取組の充実、若手研究者への支援強化及び女性研究者の活躍促進等を図る。

　　◆理数系教員養成拠点構築事業【拡充】　　　　　　　　    　　　　　　　  (  　482百万円）
　　　大学・大学院が教育委員会と連携して、理数に優れた指導力を有し各学校や地域の理数指導にお
　　いて中核的役割を果たす小・中学校教員を養成するための取組を支援する。

　　◆特別研究員事業（ＤＣ）【拡充】　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ( 11,366百万円）
　　　優秀な博士課程学生が主体的に研究に専念できるよう支援する。

　　◆若手研究者の自立的研究環境整備促進（科学技術振興調整費）【拡充】　 　 (  9,950百万円）
　　　テニュアトラック制に基づく若手研究者に自立と活躍の機会を与える仕組みの導入を支援する。

　　◆女性研究者支援システム改革（科学技術振興調整費）　　　　　　　　   　 (  2,190百万円）
      女性研究者が研究と出産・子育てを両立できるよう、大学等における環境整備を支援するととも
　　に、特に女性研究者の採用割合が低い分野（理学・工学・農学）における採用を促進する。

○概要：　「科学技術外交」の強化の方針を踏まえ、地球規模課題の解決への貢献、先端科学技術分野
　　　　での戦略的な国際協力の推進、国際的な人材・研究ネットワークの強化等に取り組み、科学技
　　　　術の国際活動を戦略的に推進する。

　　◆地球規模課題対応国際科学技術協力事業【拡充】　                 　　   （ 1,807百万円）
　　　我が国の優れた科学技術とＯＤＡとの連携により、アジア・アフリカ等の開発途上国と、低炭素
　　エネルギー領域を含む環境・エネルギー分野、防災分野、感染症分野等の地球規模の課題の解決に
　　つながる科学技術協力を推進する。

    ◆アジア・アフリカ科学技術協力の戦略的推進（科学技術振興調整費）【拡充】（ 2,100百万円）
   　 我が国とアジア・アフリカ諸国との国際共同研究や、途上国における環境問題の解決に向けたリ
　　ーダーシップを発揮する人材（環境リーダー）を我が国の大学等で育成する拠点形成、アジア地域
　　全体に広がる科学技術コミュニティの形成等を支援する。

　　◆戦略的国際科学技術協力推進事業【拡充】                            　　（ 1,583百万円）
　　　主に先進国との政府間合意等に基づき、文部科学省が特に重要なものとして設定した国・地域と
　　分野における国際研究交流・共同研究を支援する。

    ◆外国人研究者招へい・ネットワーク強化　                             　 （ 4,632百万円）
　　　研究者のキャリアステージ、招へい目的に応じた、外国人研究者招へいのための多様なプログラ
　　ムの実施や招へい事業等経験者の組織化、再来日の機会の提供などにより、我が国と諸外国の研究
　　者ネットワークの形成・強化を図る。



前 年 度
予 算 額

22 年 度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

備 考事 項

29,679 20,416 △ 9,263

63,309 59,420 △ 3,889

　　21年度2次補正
 　　　710百万円
iPS細胞を用いた難病
研究を促進するため
の研究基盤整備

６．健康長寿社会実現に向けた研究の推
進

○概要：　国民の寿命の延伸に向け、がんや生活習慣病の予防・治療に向けたゲノムやタンパク質な
　　　　どの基礎・基盤研究、難病の根治治療である再生医療の実現に向けたｉＰＳ細胞等の幹細胞
　　　　研究、アルツハイマー病等の認知症克服に向けた脳研究、さらには基礎研究の成果を医療に
　　　　つなげる橋渡し研究など、以下に掲げる医療・福祉等の向上に資する研究開発を推進する。

　　◆再生医療の実現化プロジェクト　　　　　　　　　　　　   　　　　　 　（　 2,370百万円）
     　 京都大学山中教授により樹立された細胞は、再生医療・疾患研究等に幅広く活用されること
　　　が期待される我が国発の画期的成果である。この研究成果を総力を挙げ育てていくため、本事
　　　業により、ｉＰＳ細胞等の研究をオールジャパン体制のもとに戦略的に推進する。

　　◆がん・生活習慣病等克服のための先端医科学研究開発イニシアチブ  　　  （　 4,956百万円）
　　    がん・生活習慣病等に関する有望な基礎研究の成果の着実な実用化のための支援拠点の整備
　　  を図るとともに、これらの疾患の早期診断や効果的な治療薬の開発に資する分子イメージング
      技術の高度化等を行う。また、こうした成果も活用しつつ、個人に最適な医療の実現に向けた
      取組を推進する。

　　◆脳科学研究戦略推進プログラム【拡充】　　　　　　　　　　　　 　　 　（　 2,390百万円）
        現代社会が直面する様々な課題の克服に向けて、脳科学に対する社会からの期待が高まって
      おり、「社会に貢献する脳科学」の実現を目指し、アルツハイマー病やうつ病の発症プロセス
      の解明等を目指した脳科学研究を戦略的に推進する。

５．世界の頭脳獲得のための知的拠点形成と科学技術ｼｽﾃﾑ改革の推
進

○概要：　世界的な著名研究者を拠点長として責任者に位置付け、その下に高いレベルの研究者が結集
　　　　する、優れた研究環境と高い研究水準を誇る世界トップレベルの研究拠点の形成を図る。また、
　　　　総合科学技術会議主導の下、科学技術の成果を社会へ一層還元するために必要なシステム改革
　　　　の先導的事例となる取組等を支援する。

　　◆世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）【拡充】　　　　　　　　　　    （7,283百万円）
　　　我が国が環境分野の技術革新で世界をリードしていく観点から、低炭素社会への貢献が期待される
　　環境分野で拠点数の拡充を図るとともに、既存拠点を引き続き支援し、世界トップレベルの研究拠点
　　の形成を推進する。

    ◆先端融合領域イノベーション創出拠点の形成（科学技術振興調整費）【拡充】　 （6,833百万円）
　　　イノベーション創出のため特に重要と考えられる先端的な融合領域において、企業とのマッチング
　　ファンド方式により、次世代を担う研究者・技術者の育成を図りつつ、研究開発を行う拠点の形成を
　　支援する。



前 年 度
予 算 額

22 年 度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

備 考事 項

56,807 48,296 △ 8,511

48,204 40,048 △ 8,156

　 21年度2次補正
　　18,248百万円
低炭素社会構築に向
けた研究基盤ﾈｯﾄﾜｰｸ
の整備等

７．我が国の成長力強化に資する技術基盤の確立

８．産学官連携等によるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの加速と地域科学技術の振興

○概要：  産学官連携のための大学等の機能強化、産学官共同研究の推進、地域における産学官のネット
　　　　ワークの形成等を通じて、大学等における研究成果の社会還元を推進するとともに、地域が主体
　　　　的に行う持続的なイノベーション創出のためのシステム整備を支援する。

　◆イノベーションシステム整備事業　        　　　　　　　　　　　　　　  　（　14,714百万円）

　　○地域イノベーションクラスタープログラム                   　　　　　　 （  12,065百万円）
　　  　優れた研究開発ポテンシャルを有する地域の大学等を核として、産学官の網の目のようなネット
　　　ワークを構築し、イノベーションを持続的に創出する世界レベルのクラスターと小規模でも地域の
　　　特色を活かした強みを持つクラスターの形成を図る。

　　○大学等産学官連携自立化促進プログラム　　　　　　　　　 　　　　　　　 （   2,649百万円）
　　　　大学等の研究成果を効果的に社会につなぐため、国際的な産学官連携活動や特色ある産学官連携
　　　活動の強化、産学官連携コーディネーター配置等の支援により、大学等が産学官連携活動を自立し
　　　て実施できる環境の整備を図る。

　◆研究成果最適展開支援事業(A-STEP)　         　　　  　 　　　　　　　 　 （  16,580百万円）
　　　大学と企業のマッチングの段階から企業との本格的な共同研究開発に至るまで、課題ごとに最適な
　　ファンディング計画を設定し、大学等の研究成果を実用化につなぐための産学共同研究に対する総合

的な支援を実施する。

○概要：　科学技術振興のための基盤である研究施設・設備やバイオリソース等の知的基盤は、基礎
　　　　研究からイノベーション創出に至るまでの科学技術活動全般を支える重要な技術基盤である。
　　　　そのため、大学や研究開発法人等の保有する先端的な研究施設・設備等の整備や共用を促進
　　　　するとともに、戦略的な知的基盤の整備や供用等を推進することにより、我が国の成長力強
　　　　化を図る。

    ◆大強度陽子加速器施設（J-PARC）の整備・共用　　　　　　　　　　　　 （　　7,375百万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本原子力研究開発機構実施分のみ）
　　　　日本原子力研究開発機構において、中性子等を用いた先端科学研究を可能とするJ-PARCの整
　　　備・運営を行い、物質・生命科学などの多様な研究を推進する。（一部再掲を含む）
　　　※これに加えて、高エネルギー加速器研究機構におけるJ-PARCを利用したニュートリノ実験等
　　　　の原子核・素粒子物理学研究のための予算を措置。

　　◆大型放射光施設（SPring-8)の共用　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（ 　8,492百万円）
　　　　世界最高性能の放射光施設SPring-8の共用を促進し、創薬研究や新材料開発等の様々な分野
　　　における革新的な研究開発を推進する。

　　◆Ｘ線自由電子レーザー（XFEL)施設の共用に向けた整備　　　　　　　　 　（ 　4,301百万円）
　　　　Ｘ線領域での極めて強いレーザー光を発振し、超微細構造や化学反応の動態変化の計測・分
　　　析を可能とする世界最高性能の研究施設を、平成23年度中の供用開始を目指して整備する。

    ◆ナショナルバイオリソースプロジェクト　　　　　　　　　　　　　　　　（　 1,338百万円）
　　　　ライフサイエンス研究を支えるため、実験動植物や、各種細胞、各種生物の遺伝子材料等の
　　　バイオリソースのうち、国として戦略的に整備する必要があるものについて体系的に収集、保
　　　存し、提供するための体制の整備並びにバイオリソースの更なる品質向上のための開発を推進

する



前 年 度
予 算 額

22 年 度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

備 考事 項

487,965 454,587 △ 33,379

192,924 180,960 △ 11,964

225,516 219,506 △ 6,011(２) 原子力

21年度2次補正
 5,076百万円

地球環境観測の推進(１) 宇宙開発

９．大型国家プロジェクトの推進

○概要：　本年6月に策定された宇宙基本計画等を踏まえ、宇宙開発戦略本部の下、関係府省と緊密に連
　　　　携しながら施策を推進する。特に、我が国の優位性を活かしつつ、環境問題に貢献する地球観測
　　　　衛星の開発や、世界をリードする独創的な宇宙科学研究、宇宙利用の拡大に貢献する超小型衛星
　　　　等の開発を重点的に推進し、国民生活の向上と国際貢献に資する。

　　◆環境問題に貢献する地球観測衛星の開発の推進　　　　　　　　　　        　( 7,627百万円)
　　　　気候変動メカニズムの解明等に資するため、国際協力等を通じて、温室効果ガス、降水量、雲・
　　　ｴｱﾛｿﾞﾙ、雪氷、海色等のデータを全球規模で観測する地球観測衛星の開発・運用を推進する。
    　・全球降水観測/二周波降水ﾚｰﾀﾞ(GPM/DPR) 　　　　　　　　　　　　　       ( 1,621百万円)
    　・雲ｴｱﾛｿﾞﾙ放射ﾐｯｼｮﾝ/雲ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞﾚｰﾀﾞ（EarthCARE/CPR）【拡充】　         (   950百万円)
　　　・地球環境変動観測ﾐｯｼｮﾝ(GCOM)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ( 3,621百万円)
　　　・温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）　　　　　　　　　　　　　 ( 1,436百万円)

    ◆世界をリードする独創的な宇宙科学研究の推進　　　　　　　　　　　　　　  (22,017百万円)
　　　　世界トップレベルの科学研究成果の継続的な創出に向け、我が国が優位性を持つ宇宙天文学や
　　　太陽系探査などの宇宙科学研究や月探査の検討に資する研究等、先端的な研究開発を推進する。
    　・金星探査機「あかつき」(PLANET-C)【拡充】                              ( 9,709百万円)
    　・水星探査計画(BepiColombo)                                             ( 1,810百万円)
    　・小型科学衛星【拡充】                                                  (   400百万円)
    　・月面着陸・探査に向けた研究等【新規】                                  (   100百万円)

    ◆宇宙利用の拡大に貢献する超小型衛星等の開発の推進　　　　　　　　　　　  ( 2,700百万円)
      　「小型化」や「共通化」など、我が国の強みを活かした超小型衛星、小型科学衛星、小型固体
    　ロケットの開発を推進する。
    　・超小型衛星研究開発事業【新規】　　　　　　　　                        (   300百万円)
    　・小型科学衛星【拡充】                                                  (   400百万円)
    　・小型固体ロケット【拡充】                                              ( 2,000百万円）

※小型科学衛星の再掲を含む

○概要：　エネルギーの安定供給や地球温暖化対策に資するとともに、国際的取組への協力、我が国
　　　　産業の国際競争力強化にも貢献する原子力の研究開発・利用を、安全の確保と立地地域をは
　　　　じめとする国民の理解と信頼を前提として着実に推進する。

　 　◆高速増殖炉サイクル技術【国家基幹技術】【拡充】　　　　　　　　　　（  36,954百万円）
　　　 　長期的なエネルギー安定供給や環境負荷の低減に資する高速増殖炉サイクル技術の早期実用
　　　 化に向け、原型炉「もんじゅ」を用いた研究開発、及び実証プロセスへの円滑な移行につなげ
　　　 るための研究開発等を推進する。
　 　◆ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画等　　　　　　　　　　　　　　  （   9,906百万円）
　　　 　核融合エネルギーの実現に向けて、「ＩＴＥＲ計画」及び「幅広いアプローチ活動」を国際
　　　 協力により推進する。また、日本原子力研究開発機構や核融合科学研究所を中心として、大学
       等とも連携しつつ、先進的なプラズマ研究、炉工学研究等を推進する。
　   ◆核不拡散・保障措置イニシアティブ【拡充】　　　　　　　　　　      （   3,364百万円）
　　　 　唯一の被爆国であり、非核兵器国として有数の保障措置に関する技術・経験を有する我が国
　　　 が、世界で積極的なイニシアティブを発揮するとともに、国内の核不拡散にも着実に取り組む。
　   ◆国際原子力人材育成イニシアティブ（GN-HRD）【新規】　　　　　      （     356百万円）
　　　 　産学官連携により国内に総合的な原子力人材育成の体制を構築するとともに、海外からの人
　　　 材受け入れの拡大を図り、国際的なリーダーシップを発揮する。
　   ◆放射性廃棄物処分に向けた取組　　　　　　　　　　　　　　　　      （  17,111百万円）
　　　 　高レベル放射性廃棄物の地層処分技術研究開発、研究施設や医療機関等から発生する放射性
　　　 廃棄物（研究施設等廃棄物）処分の推進に必要な環境整備等を着実に実施する。
　   ◆地域との共生のための取組【拡充】　　　　　　　　　　　　　　　　  （  14,018百万円）
　　　 　地域が主体となって進める地域の持続的発展を目指した公共用施設の整備や各種の事業活動
　　　 等に対する支援を行う。



前 年 度
予 算 額

22 年 度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

百万円 百万円 百万円

備 考事 項

69,525 54,121 △ 15,404(３) 南極観測、海洋・地球科
学技術、地震防災等に関
する研究開発を推進

○概要：　南極地域（昭和基地）への隊員・物資等の輸送を着実に実施するとともに、南極地域での
        研究観測を継続的に実施する。また、地球深部探査船「ちきゅう」を統合国際深海掘削計画
        (IODP)における国際的枠組みの下、運用をすることにより、巨大地震発生メカニズムの総合
        的解明の他、地球環境変動、地球内部構造、地殻内生命圏等の解明を進める。さらに、日本
        周辺海域における新たな海洋鉱物資源の開発に貢献するため、資源量をより効率的・高精度
        に把握するためのセンサー等の技術開発を実施する。
 
　　◆南極地域観測事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （ 3,510百万円）
      新「しらせ」の着実な運用（観測隊員及び物質の輸送、保守・整備）、南極輸送支援ヘリコプ
　　ターの保守・整備用部品の確保及び地球の諸現象に関する研究・観測を実施する。
　　◆深海資源探査システムの開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 2,759百万円　）
　　　我が国が誇る世界第6位の領海・排他的経済水域（EEZ）における、海底熱水鉱床等の未利用の
    海洋資源をより効率的に探査するためのシステムを開発する。
　　◆深海地球ドリリング計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11,346百万円　）
　　　東南海・南海地震の震源域の紀伊半島沖熊野灘にて、「南海トラフ地震発生帯掘削計画」を
　　推進する。
      22年度は世界で初めて海底から約6,000メートル下の地震発生帯の掘削に着手する。
　

○概要：　自然災害多発国である我が国において、地震本部が策定した計画「新たな地震調査研究の
　　　　推進について」（平成２１年４月）に基づく地震調査研究や、火山研究、防災科学技術の研
　　　　究開発等を推進し、自然災害の観測・予測、災害情報の伝達、災害に対する理解の促進に資
　　　　することにより、大規模自然災害に関する防災・減災対策の飛躍的進展を図り、安全・安心
　　　　な社会の実現を目指す。

　  ◆地震・津波観測監視システム【拡充】　　　　　　　　　　　　　　　　（ 1,510百万円）
        地震計・水圧計等を備えた世界最先端のリアルタイム観測可能な海底ネットワークシステ
　　　ムを、南海地震の想定震源域に整備する。
　　◆東海・東南海・南海地震の連動性評価研究　　　　　　　　　　　　　　（   501百万円）
　　　　東海・東南海・南海地震の連動性を評価するため、３つの地震の想定震源域における海底
　　　稠密地震観測や、シミュレーション研究等を実施する。
　　◆首都直下地震防災・減災特別プロジェクト　　　　　　　　　　　　　　（　 755百万円）
　　　　複雑なプレート構造の下で発生しうる首都直下の姿の詳細を明らかにするとともに、耐震
　　　性評価・機能確保研究や、広域的危機管理・減災体制研究を実施する。
　　◆次世代型高性能気象レーダを用いた集中豪雨予測研究等の推進【拡充】　（   184百万円）
　　　　大都市での局所的豪雨による被害を軽減するため、マルチパラメータレーダを利用した、
　　　１時間先の豪雨予測精度の高度化に向けた研究等を推進する。
　　◆実大三次元震動破壊実験施設（E-ﾃﾞｨﾌｪﾝｽ）を利用した耐震実験研究　 　（   310百万円）
　　　　実大三次元震動破壊実験施設を利用した実験により、実大建築物・構造物の破壊に至る挙
　　　動を解明するとともに、数値シミュレーション技術の開発等を推進する。

(参考）海洋地球観測探査システム【国家基幹技術】( 20,412 百万円（他分野の施策を含む））
　大規模自然災害等の危機管理や資源探査等に貢献するための観測・監視技術及び海底探査技術
等により多様な観測データを収集し、これらのデータを統合、解析及び提供するシステムを構築
する。
○次世代海洋探査技術
　・「ちきゅう」による世界最高の深海底ライザー掘削技術　　　　　　（ 4,149百万円）
　・次世代型深海探査技術　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（   946百万円）
○衛星観測監視システム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14,301百万円）
○データ統合・解析システム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 1,017百万円）
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平成２２年度予算案について（学術研究関係）

（１）大学等における研究基盤の整備、基礎研究の推進

○国立大学法人運営費交付金 平成２２年度予算案 １兆１，５８５億円

（平成２１年度予算額 １兆１，６９５億円）

国立大学法人等における教育研究活動を継続的・安定的に支えるとともに、各法人の

個性あふれる取組を支援するための基盤的経費（国立大学法人運営費交付金）を確保す

る。

○私立大学等経常費補助等 平成２２年度予算案 ３，３４５億円

（平成２１年度予算額 ３，３７４億円）

私立大学等の運営に必要な経常費補助金を確実に措置するとともに、施設・設備の高度

化・高機能化を支援する。

○大学・大学共同利用機関等における独創的・先端的基礎研究の推進 平成２２年度予算案 １，１１１億円

※一部国立大学法人運営費交付金の内数
（平成２１年度予算額 １，１４６億円）

国立大学における共同利用・共同研究により先端的な学術研究を推進するとともに、

最先端の学術研究を支える基盤的な研究設備等を整備する。

また、大学共同利用機関において、施設･設備･資料等の共同利用と共同研究により世

界をリードする独創的･先端的な基礎研究を推進する。

加えて、大型プロジェクトであるアルマ計画について電波望遠鏡等の整備を進めるほ

か、施設据付型の先端的な大型研究設備を整備し、共同利用・共同研究を推進する。

○国立大学法人等施設整備費 平成２２年度予算案 ５０３億円〔他に、財政融資資金３８８億円〕

（平成２１年度予算額 ４４１億円〔他に、財政融資資金３７７億円〕）

国立大学法人等の施設は、世界一流の優れた人材の養成、創造的・先端的な研究開発、高

度先進医療の推進等に不可欠な基盤であることから、大学等の教育力・研究力を強化し、か

つ、医療の専門化・高度化への対応をするため、「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計

画」に基づき、国立大学法人等施設の重点的・計画的整備を支援する。

○最先端研究開発戦略的強化費補助金 平成２２年度予算案 ４００億円

（新規）

「最先端研究開発強化支援プログラム」に採択された 30 課題の研究開発を一層加速

・強化する。また、若手・女性等研究者への支援を強化するために、中長期的な研究開

発を戦略的に実施することとし、研究基盤となる設備の整備・運用等に係る経費を補助

する。さらに、海外への研究者派遣（いわゆる「武者修行」）の機会を提供する。
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（２）競争的資金による取組

○科学研究費補助金 平成２２年度予算案 ２，０００億円

（平成２１年度予算額 １，９７０億円）

人文・社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる「学

術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に発展させることを目的とする「競争

的資金」であり、「ピア・レビュー」（専門分野の近い複数の研究者による審査）により、

豊かな社会発展の基盤となる独創的・先駆的な研究に対する助成を行う。

○大学院教育改革推進事業（うちグローバルＣＯＥプログラム） 平成２２年度予算案 ２６５億円

（平成２１年度予算額 ３４２億円）

我が国の大学院博士課程専攻において、世界をリードする創造的な研究者・技術者を

養成するため、学問分野ごとに国際的に卓越した教育研究拠点を形成するための支援を

行う。

○世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI） 平成２２年度予算案 ７３億円

（平成２１年度予算額 ７１億円）

世界的な著名研究者を拠点長として責任者に位置づけ、その下に高いレベルの研究者

が結集する、優れた研究環境と高い研究水準を誇る世界トップレベルの研究拠点を形成

する。さらに、我が国が環境分野の技術革新で世界をリードしていく観点から、低炭素

社会への貢献が期待される環境分野で、新規に１拠点の拡充を図る。

○人文・社会科学等の振興 平成２２年度予算案 ７億円

（平成２１年度予算額 ８億円）

人文・社会科学分野において、政策的・社会的ニーズに対応した人文・社会科学研究を

推進するとともに、豊富な学術資料やデータ等を有する組織のポテンシャルを活用し、人文

・社会科学分野をはじめ特色ある分野を対象として国公私立大学を通じた共同利用・共同

研究拠点を整備し、当該分野の振興を図る。

（３）優れた研究人材の養成・確保等

○特別研究員事業 {独立行政法人日本学術振興会} 平成２２年度予算案 １６７億円

※独立行政法人運営費交付金の内数

（平成２１年度予算額 １６３億円）

優れた若手研究者が、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課

題、研究の場等を選びながら研究に専念できるよう研究奨励金を支給する。

・特別研究員(ＤＣ)の拡充 4,600 人→ 4,736 人

・特別研究員(ＲＰＤ)の拡充 90 人→ 120 人
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○海外特別研究員事業 {独立行政法人日本学術振興会} 平成２２年度予算案 １６億円

※独立行政法人運営費交付金の内数

（平成２１年度予算額 １６億円）

我が国の学術の将来を担う国際的視野に富む有能な研究者を養成・確保するため、優れ

た若手研究者が、自らの研究計画に基づき、海外の大学等の学術研究機関において長期間

（２年間）研究に従事する機会を支援する。

・海外特別研究員 384 人→ 408 人

○若手研究者への国際研鑚機会の充実 {独立行政法人日本学術振興会} 平成２２年度予算案 ７億円

※独立行政法人運営費交付金の内数

（平成２１年度予算額 ７億円）

国際舞台で活躍できる若手研究者育成のため、日本の大学と海外の大学等研究機関と

の組織的な連携により、若手研究者に海外での研鑽機会を提供する「若手研究者インターナ

ショナル・トレーニング・プログラム（ＩＴＰ）」を実施する。また海外の若手研究者との

短期集中セミナーの開催や、我が国の若手研究者の「リンダウ・ノーベル賞受賞者会議」

への派遣等を行う。

（４）学術国際交流

○国際研究交流・共同研究の促進 {独立行政法人日本学術振興会} 平成２２年度予算案 ２３億円

※独立行政法人運営費交付金の内数

(平成２１年度予算額 ２６億円)

世界各国が国際協調の下に推進することが求められる課題の解決に向け、各国学術振

興機関との連携により、中・長期的に取り組むべきボトムアップ型の国際共同研究を推

進する。(各国学術振興機関との連携によるボトムアップ型国際共同研究の推進)

また、アジアに世界的水準の研究と若手研究者の育成を行う拠点を形成することを目

的として、相手国との対等なパートナーシップに基づく共同研究を支援する。（アジア

研究教育拠点事業）

○外国人研究者招へい・ネットワーク強化{独立行政法人日本学術振興会} 平成２２年度予算案 ４６億円

※独立行政法人運営費交付金の内数

（平成２１年度予算額 ５４億円）

我が国全体の学術研究の推進及び国際化の進展を図るため、キャリアステージ及び招へい

目的に応じた多様なプログラムにより外国人研究者を我が国に招へいするとともに、来日

直後のオリエンテーションの実施、各種情報資料の提供等、外国人研究者の研究生活の

バックアップのための各種サービスを提供する。（外国人特別研究員、外国人研究者招致

事業、研究者国際交流センター）

また、外国人研究者招へい事業経験者等を対象に、帰国した外国人研究者コミュニテ

ィの形成を促進し、再来日の機会を提供するなど、日本と諸外国の研究者ネットワーク

の強化を図る。（研究者ネットワークの形成・強化）



 

 

４．事業仕分け結果・国民から寄せられた意見と 

   平成22年度予算(案)における対応状況(抜粋)＿ 

25



事業仕分け結果・国民から寄せられた意見と平成22年度予算（案）における対応状況（抜粋）

（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

国立大学法人運営 1,170,786 【評価結果】 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 1,158,515

費交付金 （交付金 国立大学のあり方を含めて見直しを行う 踏まえた検討をして参ります。 （交付金

・特別教育研究経 総 額） 総 額）

費を除く部分 【主な理由・コメント】

○独立行政法人化そのものの見直しが

必要。

○法人化の成果について検証し、大学 ○約１４００件の意見。

のガバナンスのあり方を見直すべき。 ○そのうち、事業仕分けの結果（特別教

育研究経費の縮減）に賛成する意見

は極少数（3％）で、それ以外の97％が

事業仕分けの結果に反対するもの。例

国立大学法人運営 【評価結果】 えば「運営費交付金の削減は、基礎科 ○事業仕分けの結果を踏まえ、特別経

費交付金 予算要求の縮減 学など科学研究への支障となる、特に 費のうちプロジェクト経費の見直しなど

・特別教育研究経 単科大学や地方国立大学の教育研究 により要求額の一部縮減を図ります ―

費（留学生受入 【主な理由・コメント】 への支障などが懸念される」、「特別教 が、頂いた御意見を踏まえ、事業自体

促進等経費、厚 ○一研究所の研究成果が国民にどのよ 育研究経費の削減は、科学技術の衰 は確実に実施して参ります。

生補導特別経 うに還元されてきたかが不透明であ 退、国力の低下を招く。必要不可欠な

費、プロジェクト る。ビックサイエンスであれば競争的 予算であり、削減すべきではない」とい

経費） 資金を獲得すべき。ただし、教育研究 った意見。

の推進経費はメリハリ分として別途確

保する必要がある。

○ビックプロジェクト等について、本当に

見直すべきものはないのか、という視

点から検討、縮減すべき

2
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

大学の先端的取り 34,136 【評価結果】 ○約１２００件の意見。 ○事業仕分けの結果を踏まえ、補助対 28,678
組み 予算要求の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成す 象経費の見直し等による予算額の縮
・グローバルCOEプ る意見は極少数（1％）で、それ以外の 減を図りますが、頂いた御意見を踏ま
ログラム 【主な理由・コメント】 99％が事業仕分けの結果に反対する え、若手研究者等が研究を継続できる

○グローバルＣＯＥプログラムは対象が もの。例えば「優秀な若手研究者の失 よう、事業自体は確実に実施して参り
広すぎるため、より絞込みをすべき。 職や海外流出を招く」、「プログラム実 ます。

○グローバルＣＯＥや組織的な大学院教 施を前提として入学した学生を裏切る
育改革推進プログラムなど事業区分を ことになる」、「拠点数や要求経費はむ
せずに一本化して効率化すべき。 しろ少ない」といった意見。

・組織的な大学院 2,418 ○約２００件の意見。 ○事業仕分けの結果を踏まえ、補助対
教育改革推進プ ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成す 象経費の見直しによる予算額の縮減
ログラム る意見は極少数（2％）で、それ以外の を図りますが、頂いた御意見を踏ま

98％が事業仕分けの結果に反対する え、事業自体は確実に実施して参りま
もの。例えば「大学院教育の初期改革 す。
には投資が必要」、「競争的意識のな
い大学院教育に後退してしまう」といっ
た意見。

大学の先端的取り 3,828 【評価結果】 ○約２００件の意見。 ○事業仕分けの結果を踏まえ、単価等 3,013
組み 予算要求の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成す の予算積算の見直しによる予算額の
・グローバル30 る意見は極少数（5％）で、それ以外の 縮減を図りますが、頂いた御意見を踏

【主な理由・コメント】 95％が事業仕分けの結果に反対する まえ、事業自体は確実に実施して参り
○大学の教育内容や競争的資金の抜本 もの。例えば、「国際化が不可避であ ます。
的見直しを行うべき。 る日本にとって重要な事業」、「大学単

○学生の就職支援活動は他省庁と連携 独の予算では取り組めない留学生確
して効果的に行うべき。 保に向けた仕組み作りを可能とする」、

「大学の国際化なしに産業の国際化を
進めることは困難」といった意見。

・大学教育充実の 5,000 ○約２００件の意見。 ○事業仕分けの結果を踏まえ、単価等 4,800
ための戦略的大 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成す の予算積算の見直しによる予算額の
学連携支援プロ る意見は極少数（2％）で、それ以外の 縮減を図りますが、頂いた御意見を踏
グラム 98％が事業仕分けの結果に反対する まえ、事業自体は確実に実施して参り

もの。例えば、「地方の大学の活性化 ます。
につながる」、「大学間連携と地域社会
との連携を推進することで真の競争を
推進」といった意見。

・大学教育・学生支 4,316 ○約２００件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 3,516
援推進事業 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成す 踏まえ、平成22年度新規選定件数(12

る意見は極少数（3％）で、それ以外の 0件)の見直し(40件)による予算額の縮
97％が事業仕分けの結果に反対する 減を図りますが、頂いた御意見を踏ま
もの。例えば、「昨今の不況下、本事業 え、事業自体は確実に実施して参りま
は極めて重要である」といった意見。 す。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

大学等奨学金 (事項要求) 【評価結果】 ○約３０件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 103,855
見直しを行う（回収の強化、給付型奨学 ○主に「返還可能な状況にある者からは 踏まえ、債権回収業務の民間委託な
金、経済状況への柔軟な対応、独法の 確実に回収すべき」、「給付型の奨学 どの回収強化を講じ、返還金を確保す
あり方を中心に） 金の拡充を望む」、「一律の回収強化 ることにより予算額（国費）の縮減を図

ではなく、個々のケースに応じた対応 りつつ、貸与人員の増など事業費を拡
【主な理由・コメント】 が必要」、「貧困家庭からでも能力があ 充して参ります。
○回収の強化、給付型奨学金の是非、 ればいかなる教育を受けられる制度の また、経済的理由による返還猶予者
経済状況への柔軟な対応、独法のあ 完備が必要であり回収は二の次」、 等に対して、減額返還の仕組みを導入
り方といった点を中心に見直しを行う。 「大学における奨学金はＴＡ活動等の することにより返還負担の軽減を図っ

○大学授業料との関係を踏まえ給付型 形で支給するシステムの構築が必要」 て参ります。
の検討もすべき。 といった意見。

○（独）日本学生支援機構の見直し。
競争的資金（先端 ①1,000 【評価結果】 ○約１３０件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を
研究） ②7,760 ・ 制度 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 踏まえ、制度面においては、基礎研
・ 科学技術振興調 一元化も含めシンプル化 する意見はごく少数であり、例えば 究を推進する上で基盤となる科学研
整費（①革新的 「研究費の重複により多くの弊害が 究費補助金、戦略的創造研究推進事
技術推進費、② ・ 予算 生じている」といった意見。 業、及び科学技術システム改革を
先端融合領域イ 予算は整理して縮減 ○事業仕分けの結果に反対する意見が 先導する科学技術振興調整費の枠組
ノベーション創出 大半であり、例えば「先端融合領域 みは 維持する一方で、その他の競
拠点の形成） 【主な理由・コメント】 イノベーション創出拠点の形成事業 争的資金については、順次整理統合、

・ 制度 は異分野間の連携、ならびに、産学 一元化など大括り化することを検
○一元化を含め、制度をシンプル化し、 の連携をより効果的に行うために考 討することといたします。また、予
使い勝手の良いものにしていただきた 案された画期的な制度である」、「「大 算面においては、基盤的な基礎研究
い。 学における基礎研究」と「民間企業 の根幹を支える科学研究費補助金、

○文部科学省内、他省庁内での制度の が行う応用研究開発」の間にあるミ 戦略的創造研究推進事業について
乱立は、相当無駄の温床となってい ゾを埋めるために、入口から出口ま は、概算要求時の予算規模を確保す
る。統合して手法成果のレビューを行 で一貫した産学協働の取組であり、 る一方で、その他の競争的資金につ
うべき。 他に同様の事業は存在しない重要な いては縮減を行い、全体として重点

○重複を拝し、それぞれの研究対象ごと 研究制度である」といった意見。 化を図りつつ 効率的に事業を進め
に適正な額の支援改善。 て参ります。

・予算
○来年度の予算計上 の見送りが３
名、予算要求の縮減が５名、予算要
求通りが５名であった。ただし、
予算要求通りとしたメンバーも、コ
スト削減が必要等とのコメントを付
しており、全体としては予算要求の
縮減の声が大きいと思われる。この
ため、競争的資金については整理し
て縮減することが求められていると
いう形でまとめたい。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

競争的資金（先端 57,115 ○「科研費」に関する意見であること
研究） を明示しているものだけでも約800
・科学研究費補助 件の意見。
金（特別推進研 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成
究、特定領域研 する意見はごく少数であるが、例え
究、新学術領域 ば「経済情勢が許せば必要であるが、
研究、基盤研究 巨額な事業については、縮減もやむ
（S)） を得ない判断である。」といった意

見。
○事業仕分けの結果に反対する意見が
ほぼ全てであり、例えば「トップダ
ウン型の研究資金とボトムアップ型
の科学研究費補助金という全く性質
の異なるものを一元化することは事
業の性格を曖昧にし、事業遂行を妨
げる。」、「特定領域研究や新学術領
域研究などのグループ研究は日本独
自の形態であり、グループ内で資源
を共有することにより、少ない費用
で多大な成果を生むための一つの戦
略である。」、「現在でもすでに日本
の頭脳が国外流出している状況であ
るが、この予算が削減されれば、優
秀な日本人研究者が日本の将来に希
望を失い、人材の海外流出に拍車を
かけることを危惧する。」といった
意見。

競争的資金（先端 50,549 ○約110件の意見。
研究） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 117,970
・戦略的創造研究 する意見はごく少数であり、例えば （競争的
推進事業 競争的資金(先端研究）全体に対し 資金（先

て、「縮減された予算の中でアイデ 端研究）
ィアを絞り、独創的な研究を遂行す の合計）
べし」、「ある程度の制度の合理化は
必要だが、研究費の額は増額すべし」
った意見。

3
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

○また、事業仕分けの結果に反対する

意見がほぼ全てであり、「科学研究

費とJSTの戦略創造研究推進事業と

の相補的関係によって、世界をリー

ドする研究成果を出すことができた

と感じている」、「欧米先進国の研究

支援機関が制度を模倣する基礎科学

研究支援制度。予算削減などしない

ようよろしくお願いします。」とい

った意見。

競争的資金（先端 973 ○概ね80件の意見。

研究） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成

・戦略的イノベー する意見は概ね１割であり、例えば

ション創出事業 「無駄な事業なので、一刻も早く廃

止してほしい」といった意見。

○事業仕分けの結果に反対する意見は

概ね９割であり、例えば「本事業に

よる長期的な研究支援は我が国が誇

る世界をリードする研究の推進にと

って必要不可欠である」、「企業単独

での高リスク開発研究が困難な現状

では、産学が連携して互いに補完的

役割を果たしつつ実用化を目指す研

究開発推進の仕組みが必要であり、

そのための国としての長期的なサポ

ートを提供する本事業の重要性は極

めて高い」といった意見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

競争的資金（先端 3,500 ○約60件の意見。
研究） ○事業仕分けの結果に賛成する意見は
・先端的低炭素化 ごく少数であり、例えば、競争的資
技術開発 金(先端研究）全体に対して、「縮減

された予算の中でアイディアを絞
り、独創的な研究を遂行すべし」、「あ
る程度の制度の合理化は必要だが、
研究費の額は増額すべし」といった
意見。

○また、事業仕分けの結果に反対する
意見がほぼ全てであり「現在の技術
だけでなく、国際的な英知を結集し
て、より革新的な技術を開発し、地
球温暖化という地球規模の課題に対
応していくことが必要」といった
意見。

競争的資金（先端 2,000 ○約70件の意見。
研究） ○事業仕分けの結果に賛成する意見は
・戦略的基礎科学 ごく少数であり、例えば、競争的資
研究強化プログ 金(先端研究）全体に対して、「縮減
ラム（仮称） された予算の中でアイディアを絞

り、独創的な研究を遂行すべし」、「あ
る程度の制度の合理化は必要だが、
研究費の額は増額すべし」といった
意見。

○また、事業仕分けの結果に反対する
意見がほぼ全てであり、例えば「米
国では20年越しの継続的な研究開発
により画期的な研究成果が出てお
り、基礎科学研究の継続的支援を実
施できるプログラムは必要。」、「資
源に乏しい日本にとって、基礎研究
分野の発展なくして日本の未来はあ
りえない。」といった意見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

競争的資金（若手 12,510 【評価結果】 ○約400件の意見。 ○事業仕分けでの指摘や頂いた御意見

研究者育成） 予算要求の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 を踏まえ、特別研究員事業や若手研

・科学技術振興調 する意見はごく少数であり、例えば 究者の自立的環境整備促進について

整費（若手研究 【主な理由・コメント】 「少々窮屈でも従来通り研究室で育 は新規採用人数の増分や新規採択課

者養成システム ○若手研究者育成の競争的資金につい てる方が良い」といった意見 題数の見直し等により増額分の縮減

改革） ては、予算要求を縮減して、中身も ○事業仕分けの結果に反対する意見が を行いますが、次世代を担う若手研

見直してもらいたい。 大半であり、例えば「今年７月のNa 究者の活躍促進の重要性に鑑み、内

○目的が重複しており、施策の整理統 tureに“日本の科学の凋落からの回 定者を含め、現在採用されている特

合が必要。その上で効果の明らかな 避策は、テニュア・トラック制にあ 別研究員については、影響が出ない

事業に絞り込んでいくべき。 る”との記事が出ている」、「テニュ ようにし、また、基礎研究を支える

○若手研究者が安定して働き研究でき ア・トラック制が日本に定着しなけ 基盤となる科学研究費補助金につい

る場所を見つけるための国の政策を れば、優秀な若手研究者は海外に流 ては、概算要求時の予算規模を確保

再構築。 出して日本に戻って来なくなる」、 いたします。

「テニュア・トラック制は、ポスド

ク問題を解決するもので、むしろ拡

大すべき」といった意見。

競争的資金（若手 33,090 ○「科研費」に関する意見であること 61,550

研究者育成） を明示しているものだけでも約1,40 （ 競 争

・科学研究費補助 0件の意見。 的 資 金

金（若手研究 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 （ 若 手

（S)、若手研究 する意見はごく少数であるが、例え 研 究 者

（A）、若手研究 ば「若手研究支援の重要性は認識し 支 援 ）

（B)、特別研究 ているが、良い研究なら一般の研究 合 計額

員奨励費） 費を得ることができるため、年齢で

区別する必要性はない。」といった

意見。

3
3



（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

○事業仕分けの結果に反対する意見は
ほぼ全てであり、例えば「科研費の
若手研究の位置付けは大きく、既に
研究業績を十分持っている研究者と
の競争ではなく、若手内で競争する
ことで、若手研究者の健全な育成に
大きく寄与している。」、「科学研究
費の「若手研究」によって支援を受
けた若手研究者による研究成果は現
在の日本の科学を支えているととも
に、これらの若手が大学教員として
次世代の大学教育も支えているた
め、将来への需要な投資でもある。」、
「この補助金の予算が削減されれば、
優秀な若手研究者が将来を悲観し、
欧米だけでなく、近年科学技術に関
する投資を増やしている中国などの
アジア諸国に流出する。」といった
意見。

競争的資金（若手 17,042 ○約1,000件の意見。
研究者育成） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成
・特別研究員事業 する意見はごく少数であり、例えば

「国の財政を考えると、予算縮減は
致し方ないが、一人当たりの給付額
を維持し、採用人数を絞るべき」と
いった意見。

○事業仕分けの結果に反対する意見が
大半であり、例えば「特別研究員は、
極めて厳しい競争から選抜された日
本の科学を発展させる優秀な人材で
あり、本事業は、セーフティネット
や生活保護のような制度ではない」、
「家計が苦しく、特別研究員になれ
なければ生計を立てられず、研究者
となる道を諦めざるを得ない。お金
持ちしか研究者になれなくなる」、
「特別研究員の予算を縮減すると優
秀な若手研究者が海外に流出し、そ
のまま日本に戻らなくなる」といっ
た意見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

競争的資金（女性 3,050 【評価結果】 ○約500件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 2,190
研究者支援） 予算要求の縮減（１／３程度） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 踏まえ、採択数の縮減、単価の見直
・科学技術振興調 する意見はごく少数であり、例えば し等を行うことで、予算額の縮減を
整費（女性研究 【主な理由・コメント】 「逆差別であり、研究者として対等 図りますが、今年度と同程度規模の
者支援システム ○予算は環境整備に限定し、研究費等 に勝負すべき」、「税金を使わなくて 予算額は確保し、女性研究者の活躍
改革） の支出は不要。 も罰則付きの立法で実現できる」と 促進に努めて参ります。

いった意見。 ○なお、新たに創設する「最先端研究
○女性研究者の伸びは必要なので、支 ○事業仕分けの結果に反対する意見は 開発戦略的強化費補助金」により若
援は重要だが、研究費をつけるとい 大半であり、例えば「出産、育児等 手・女性等研究者に対する支援を強
う支援の仕方はいけない。 で研究時間が制限される女性研究者 化して参ります。

は、その間、競争的資金が獲得しに
くく、結果、成果が出にくくなると
いう悪循環がある。これを断ち切る
ため女性研究者への研究費の支援は
必要」、「女性研究者を支援する制度
がまだ十分でないため、一般的な女
性研究者は、未だに研究職をあきら
めざるを得ない現実がある」といっ
た意見。

競争的資金（ライ 4,600 【評価結果】 ○約480件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 4,280
フサイエンス分 予算要求の縮減（２割～半額） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 踏まえ、プログラムの中間評価の実
野） する意見はごく少数であり、例えば 施等により、課題の絞り込みを行い
・革新的タンパク 【主な理由・コメント】 「消耗品の無駄遣いを減らすべき」、 ます。
質・細胞解析研 ○共通の評価としては、評価・検証が 「資金がどのように使われているか、 ○具体的には、将来のタンパク質解析
究イニシアティ 不十分ということで、見直し、圧縮 効果について確認すべき」といった のための技術開発課題を見直すこと
ブ（ターゲット が必要だというのがほとんどだっ 意見。 により、国費投入額の縮減を図りま
タンパク研究プ た。 ○事業仕分けの結果に反対する意見が すが、これまでに開発された技術を
ログラム） ほとんどであり、例えば「本プロジ 活用して行うタンパク質の解析研究

○プロジェクトとしての具体的な目標 ェクトは、国際競争も激しく、長い を実施するための予算は確保いたし
が不明確であり、なぜ５年なのかも 基礎研究期間を必要とする分野であ ます。
説明不足である。検証し直すべき。 り、民間だけではなく国の支援が必
その上で制度設計から見直す必要が 須」、「本プロジェクトにより、創薬
ある。 や生命現象の解明に対しても大きな

成果が出ている」といった意見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

分子イメージング 700 【評価結果】 ○約100件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 530

研究戦略推進プロ 予算要求の縮減（２割～１／３程度） ○事業仕分けの結果に賛成する意見は 踏まえ、目標・計画をより明確にし、

グラム（第Ⅱ期） ごく少数であり、例えば「第Ⅰ期で プロジェクトのメリハリをつけるべ

【主な理由・コメント】 開発された技術について、拠点機関 きとの指摘を踏まえ、研究分野をが

○目標、計画をもっと明確にしてほし 以外の研究機関・医療現場への汎用 んに重点化し、国費投入額の縮減を

い。 性・流通性に疑問」といった意見。 図ります。

○これまで研究について一定の成果は ○また、事業仕分けの結果に反対する ○なお、第Ⅰ期で開発された技術につ

あるものの、その研究、設計のター 意見がほぼ全てであり、例えば「分 いて、拠点機関以外の研究機関・医

ゲットは充分でない点もある。政府 子イメージング技術はがんや認知症 療現場への汎用性・流通性に疑問が

他分野との重複もあるだけに削減が の早期発見に欠かせない技術で、新 あるという意見がありましたが、第

必要。 しい薬の開発に要する莫大な費用の Ⅱ期においては拠点機関以外の研究

縮小や期間の短縮が可能になると期 機関・医療現場を含めた研究体制を

待されており、予算削減をすべきで 公募により構築する予定です。

ない」、「予算削減により、現在世界

トップレベルである技術力が低下

し、米国や中国・韓国等の後塵を拝

すことになれば、治療薬・医療機器

を海外から購入しなければならず、

我が国にとって重大な損失」、「学際

的な当該分野では、資金的に安定し

た見通しがなければ研究者が他の分

野へ散逸し、体制の再構築が不可能

になる」、「質問に対してきちんと答

えていたのに、評価結果・コメント

にそれが反映されていない」との意

見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

感染症研究国際ネ 2,100 【評価結果】 ○約350件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 1,900
ットワーク推進プ 廃止又は予算要求の縮減（２割～半額） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 踏まえ、厚労省との効率的な連携を
ログラム（第Ⅱ期） する意見はごく少数であり、例えば 進めることにより、国内支援拠点に

【主な理由・コメント】 「国立感染症研究所があるのに、な 係る国費投入額の縮減を図ります。
○厚生労働省との連携、大学の能力を ぜ理化学研究所の中にも感染症を扱 ○大学の能力を活かして縮減との指摘
生かして縮減、あるいは、これその うセンターが必要なのか」、「今回の を踏まえ、海外研究拠点を設置する
ものが厚生労働省の仕事ではない 新型インフルエンザ発生時において 大学の研究能力を最大限活用するこ
か。その評価を見て、厚生労働省と 実際に当該プログラムが機能した形 とにより、拠点間の共同研究に係る
の連携あるいは協力を前提として、 跡がない」といった意見。 国費投入を、研究体制の構築に最低
廃止又は２割～半額の縮減とする。 ○事業仕分けの結果に反対する意見が 限必要な額にとどめ、経費の縮減を

ほぼ全てであり、例えば「国立感染 図ります。
症研究所（厚労省）への一元化につ ○なお、海外研究拠点の活動について
いて、感染研の活動は日本国内に限 は、長期的に継続して基礎研究・人
るものであり、海外拠点の形成・維 材育成を行うべきという意見を踏ま
持は、各大学がこれまで築き上げて えつつ、海外研究機関との協定等の
きた現地機関とのコネクションを活 遵守、国内で入手できない病原体を
かして文科省のプログラムとして実 扱う研究等の重要性も考慮し、拠点
施すべき」、「新興・再興感染症が世 機能を維持します。
界規模で問題になりつつある今日、
当該プログラムにより国際ネットワ
ークが形成され、早期に感染症発生
の情報を得ることができるようにな
ったことは、国内の感染症対策の上
でも重要」、「新興・再興感染症研究
には、長期的に継続した基礎研究や
人材育成の取組が必要」といった意
見。

競争的資金（その 5,555 【評価結果】 ○約50件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 4,144
他分野特定型） 予算の要求の縮減（２割） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 踏まえ、新規採択課題を厳選すると
・原子力システム する意見は概ね1割であり、例えば ともに、継続課題の合理化を行い、
研究開発事業 【主な理由・コメント】 「すべての予算が国民のために使わ 予算の縮減を図ります。

○人材育成はとても重要だが、個別細 れたとは思えない」、「原子力は不要」
分化された競争的資金は無駄や重複 といった意見。
が生じやすく予算の縮減が必要。ま ○事業仕分けの結果に反対する意見は
た、戦略性・効率性を考えた制度が 概ね9割であり、例えば「原子力分
必要。 野の技術開発は必要である」、「科学

技術予算は削減すべきでない」とい
った意見。
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（単位：百万円） >

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

競争的資金（その 5,501 【評価結果】 ○約50件の意見。 ○事業仕分けの事業を戦略的・効率的 4,951

他分野特定型） 予算の要求の縮減（１～２割） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 に進め、経費削減を図るべきとの指

・先端計測分析技 する意見はごく少数であり、例えば 摘を踏まえ、新規採択課題の厳選及

術・機器開発事 【主な理由・コメント】 「無駄な事業なので、一刻も早く廃 び継続課題の重点化等を行い、国費

業（産学イノベ ○競争的資金については簡素化し、戦 止してほしい」といった意見。 投入額の縮減を図ります。

ーション加速事 略的かつ柔軟なシステムが必要。 ○事業仕分けの結果に反対する意見が

業の一部） ほぼ全てであり、例えば「これまで

○事業導入の意義は認められるが、そ 我が国の研究機関は計測機器を外国

の初期の目的については相応に達せ 製に依存してきた結果、科学技術を

られた面もある。コスト・ベネフィ 支える基盤である先端計測機器開発

ットに対するもう一層の削減の可能 の文化が無くなってしまい、そのよ

性を期待したい。 うな基盤を欧米に依存する虚弱体質

になってしまったという反省を踏ま

え、本事業の意義を評価すべき」、「分

析機器の市場そのものは他の巨大市

場に比べて大きくないが、そうした

巨大市場の創造を可能にしているの

は分析機器であることを踏まえ、本

事業の支援対象である基盤的分野に

こそ国費を投入すべき」、「先端機器

の多くは欧米で誕生したものであ

り、基本特許は外国のものであるた

め、そのような先端機器の有用性が

分かってきてから開発に取り掛かっ

ても、非常に高価な特許料を支払っ

てしか開発が行えず、競争力も極め

てひ弱なものとなってしまうという

反省を活かし、事業の意義を評価す

べき」といった意見。

3
8
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

競争的資金（外国 9,312 【評価結果】 ○約900件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 7,283

人研究者招へい） 予算要求の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 踏まえ、各拠点の予算規模の見直し

する意見はごく少数であり、例えば 等を行うとともに、新規拠点数を３

・世界トップレベ 【主な理由・コメント】 「トップレベルなので必ずたくさん 拠点分要求していたところ、環境分

ル研究拠点プロ ○新規要求の拠点については実施しな お金が必要、というわけではない」 野の１拠点のみとした上で実施して

グラム（WPI） いという意見があった。 といった意見。 まいります。

○一度立ち止まって包括的に考えてほ ○事業仕分けの結果に反対する意見は

しい。新規は少なくとも実施しない。 ほぼ全てであり、例えば「ＷＰＩで

成果を明確にしてほしい。 研究して世界の頂点を極めたいとい

○意義は認めるが過大ではないか。 う世界の研究者が増えている時に、

予算の削減となれば、せっかくうま

くいきつつある国益となる成長株

に、冷や水を浴びせることになる」、

「ある程度の期間、十分な額の給与

を外国人研究者に準備しないと、有

能な研究者は絶対に来ない」、「わが

国の科学のためには、さらに数カ所

のＷＰＩを設定してほしい。環境問

題など、これからのテーマを真剣に

取り組む必要がある」といった意見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

競争的資金（外国 4,856 【評価結果】 ○約300件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 4,506
人研究者招へい） 予算要求の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成 踏まえ、今年度からの継続分、海外
・学術国際交流事 する意見は概ね１割であり、例えば の学術振興機関との合意により採用
業（（独）日本 【主な理由・コメント】 「ノーベル賞をもらって何度も日本 する分は確保しつつ、新規国内公募
学術振興会） ○意見の中には、現状を分析して規模 に既に来ている人に寛大な旅費滞在 分の一定額の見直しを行います。

を検討すべき、事業の意味が本当に 費を出す必要はない」といった意見。
あるのか各種見直しが必要、事業の ○事業仕分けの結果に反対する意見は
意義が疑問、などがあった。当ＷＧ 概ね９割であり、例えば「日本に特
としても、事業の必然性は否定して に興味があるわけではなかったが、
おらず、意義も重要であると認識し このプログラムがあったので来日
ている。その上で、改めて見直し、 し、結果的に日本に永住していると
予算要求を縮減すべき いう東大の先生も何人もいる。この

プログラムで若くて優秀な人を集め
てくることは、きわめて有効であり、
長期的に見て安あがりな方策であ
る」、「先進国同士では、相互性に基
づいて、研究者を招へいし合いつつ
交流を行っているのであり、日本が
一方的に招へいを廃止すれば、相手
方からも招へいしてもらえず、日本
人研究者は国際舞台から締め出され
てしまうことにもなりかねないた
め、まさに国益に反する事態ともな
る」、「海外からの研究者との交流に
ハンディキャップのある日本におい
ては、この点の振興をこれまで以上
に行うことは、革新的な研究成果を
出し続ける上で、必要であると考え
られる。外国人招へい事業に関して
も、ヨーロッパなどの趨勢を見ると
むしろ拡大する必要がある」といっ
た意見。

4
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

地域科学技術振興・ 13,066 【評価結果】 ○約1,000件の意見 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 12,065

産学官連携 廃止 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、新規事業については予算計

・地域科学技術の振 意見はごく少数であり、例えば「目的が 上を見送ることといたしますが、継続

興（知的クラスター 【主な理由・コメント】 不明確であり、費用対効果が見えない」 事業についてはイノベーションシステ

創成事業、都市エ ○そのこと自体の必要性を認めていな といった意見。 ム整備事業として一本化した上で、平

リア産学官連携促 いわけではないが、国としてはやる ○事業仕分けの結果に反対する意見がほ 成25年度末までに段階的に終了する

進事業、産学官民 必要がないということで廃止とする。 ぼ全てであり、例えば「地方公共団体は ことといたします。

連携による地域イ 大きな経費削減をしており、地域の科学 ○クラスター事業については、事業期間

ノベーションクラス ○各自治体の状況に違いがあり、現場 技術振興やクラスター化をサポートする が終了する平成25年度末までに、現

ター創成事業（仮 に近い組織に判断させることで効率 には経費や人材が大きく不足している」、 在、事業を実施している地域等を対象

称）） が上がるのではないか。 「廃止となれば、今までの研究開発の成 に、他府省等との共同評価により、優

果が水の泡になってしまうとともに、海外 れた技術の事業化や地域の自立化

に対して日本は遅れをとる」、「基盤作り の達成が見込まれる地域に対して、ク

を行っているのが知的クラスター創成事 ラスター形成に向けた取組を加速す

業であり、産業界がある程度扱えるよう るための支援を実施いたします。

になった場合には、経産省等のプログラ

ムに移行している」といった意見。

地域科学技術振興・ 2,881 ○約200件の意見。 2,649

産学官連携 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する

・産学官連携戦略展 意見はごく少数であり、例えば「産学官

開事業 連携業務に携わる大学事務職員の職業

意識が低い。産学官連携支援事業の経

済産業省施策への一本化を支持する」、

「無駄な事業なので、一刻も早く廃止して

ほしい」といった意見。

4
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

○事業仕分けの結果に反対する意見がほ
ぼ全てであり、例えば「本事業を廃止す
れば、我が国の大学の国際化や最先端
研究力の国際化の進展に甚大な阻害を
与えることは確実である」、「産学官連携
コーディネーターを廃止すれば、これま
でに多くの実績を挙げてきた地方大学と
地域企業等との共同研究活動や技術相
談等を通した連携活動に支障をきた
す」、「教育基本法に明示された「大学の
社会貢献」を国として担保する本事業の
廃止は、我が国の大学の産学官連携シ
ステムを未完のままに放置することにな
るとともに、中国等の新興諸国とのグロ
ーバル競争にも我が国の大学が負け、
産業競争力が失われ、将来の国力低
下、国民生活の水準低下を招く要因とな
る」といった意見。

地域科学技術振興・ 10,923 ○約300件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 6,946
産学官連携 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、科学技術振興機構における
・地域イノベーション 意見はごく少数であり、例えば「地方大 他の新技術の企業化開発支援施策に
創出総合支援事業 学の良いシーズを発掘し、全国規模でニ 再構築した上で、段階的に終了するこ

ーズのある企業へマッチングさせるよう とといたします。
な事業に絞って運営していくべき」といっ ○また、科学技術振興機構が保有するJ
た意見。 STイノベーションプラザの施設（全国８

○事業仕分けの結果に反対する意見が大 館）については、順次廃止し、地域に
半であり、例えば「東京一局に集中してし 移管する方向で検討してまいります。
まう研究費を避け、地方から次世代の日
本の産業を担うシーズを探すことは、地
方自治体に任せるものではなく、全国規
模の組織により運営されるべき研究資金
である」、「大学等で誕生したシーズを産
業や社会に役立てる第１ステップとして
極めてよく役立っている」といった意見。

4
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

研究環境国際化の 295 【評価結果】 ○約50件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 0
手法開発 廃止 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、外国人研究者受入れ環境整

意見は概ね１割であり、事業の不必要性 備促進事業（仮称）については予算計
【主な理由・コメント】 についてのものであった。 上を見送ります。
○８人全員が大学の国際化が重要である ○事業仕分けの結果に反対する意見は概 ○なお、今後の外国人研究者支援の在
ことについては皆異論はないと思われる ね９割であり、例えば「大学の国際担当 り方について、事業仕分けの結果や
が、この方法では効果がない、大学が取 者からは、子弟の養育、教育や配偶者 頂いた御意見を参考に、検討してまい
り組むべきことである、とのコメントがあっ のキャリアアップ、住環境や医療など社 ります。
た。 会制度と環境などは、外国人研究者の

定着にとり極めて影響力の大きな要因と
なっており、海外の先進国においても重
要な課題となっている。」、「優秀な外国
人研究者を招へいすることは、当該研究
者の所属する研究機関及び国との交流
が深まり、我が国にとって有益であるだ
けでなく、外交の観点からも利益がある
ものと考えられる。」「このような国際化
環境を整備する取組は、それぞれの研
究機関・教育研究機関でできる取組には
限界があり、県・市などの地方自治体や
地域社会との連携が必要不可欠。」とい
った意見。

（独）科学技術振興 2,200 【評価結果】 ○約1,700件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 1,000
機構 廃止 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、理科支援員等配置事業は３
・理科支援員等配置 意見はごく少数であり、例えば「一部の 年程度かけて廃止いたしますが、それ
事業 【主な理由・コメント】 学校に配置することは不公平」、「一過性 までの間、引き続き事業を実施するこ

○理科支援員の必要性は否定しないが、 の支援ではなく、小学校教員自身が児 ととし、併せて、理数教育充実のため
内容・やり方を見直す必要がある。 童に理科の楽しさを伝える方法を学び、 の施策の強化を図って参ります。

○理科好きの子どもを増やす努力を国が 教えるべき」といった意見。
行うことには大賛成だが、中長期計画な ○事業仕分けの結果に反対する意見はほ
しに平成２３年までのモデル的事業では ぼ全てであり、例えば「実験・観察の充
効果がみえないため、まずは廃止して教 実や教員の資質向上、子どもたちの理
育改革とあわせて行うべき。 科への関心・理解度の向上に効果が大

きい」、「理科支援員の配置は費用対効
果の大きい事業である」といった意見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

（独）科学技術振興 2,299 【評価結果】 ○約100件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 2,198

機構 予算要求の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、日本科学未来館の委託運営

・日本科学未来館 意見は概ね２割であり、例えば「独立行 形式を見直し、当該業務を効率化しつ

（（財）科学技術未 【主な理由・コメント】 政法人から財団に業務を委託する構造 つ、引き続き最先端の科学技術を分

来広報財団への運 ○予算削減という方、予算計上は見送りと は不適切」といった意見。 かりやすく伝える取組等を先導的に推

営委託を含む。） いう方、いずれも科学技術広報財団を見 ○事業仕分けの結果に反対する意見は概 進いたします。

直すという意見であった。 ね８割であり、例えば「最先端の科学技

術を楽しく理解でき、世界にも誇れる素

○科学技術振興機構、科学技術広報財団 晴らしい施設であり、理科離れ対策とし

を経て日本科学未来館の運営がなされ て有益な事業」、「どの先進国にも同様

る現状は不透明。 の科学館があり、日本も国費を投じる必

要がある」といった意見。

（独）理化学研究所 26,759 【評価結果】 ○約2,200件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 22,779

・次世代スーパーコ 来年度の予算計上の見送りに限りなく近い ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、１０ペタFLOPS級の達成時期

ンピューティング技 縮減 意見は概ね１割程度であり、例えば「クラ を「平成２３年１１月」から「平成２４年６

術の推進 ウドコンピューティングを推進すべき」、 月まで」に変更することにより、開発加

【主な理由・コメント】 「外国からスパコンを購入し、コストを下 速のために計上していた経費を縮減

○計画の凍結、ということで、来年度の予 げるべき」といった意見。 するとともに、多様なユーザーニーズ

算は、見送りに限りなく近い縮減との結 ○事業仕分けの結果に反対する意見は概 に応える革新的な計算環境を実現し

論とする。 ね９割程度であり、例えば「計画が１年で ます。具体的には、世界最先端・最高

○本年５月、共同開発者三社のうち二社が も凍結すると、日本の科学技術開発の 性能を目指した次世代スーパーコンピ

撤退したことにより、ベクトル型とスカラ 遅滞が発生し、国際的な競争力を失う」、 ュータを開発・整備するとともに、次世

ー型の併用からスカラー型単独へと、計 「最先端のスパコンの開発の過程で蓄積 代スパコンと自立分散する国内のス

画の基本的な部分で変更があった。した ・フィードバックされる技術の獲得は重要 パコンをネットワークで結び協調的に

がって、一度、立ち止まって、見直しすべ な意義がある」、「スパコンの能力が世界 利用する「革新的ハイパフォーマンス・

き。 トップでないことは、シミュレーションにお コンピューティング・インフラ（HPCI）」を

○十分な説得力のない「世界一」という目 いて他国に劣る事を意味し、研究開発に 構築します。

的だけで、多額の投資をすべきではな おいて不利を被る」といった意見。

い。「世界一」一番乗りと財政状況とのバ

ランスを考えるべき。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

（独）理化学研究所 10,821 【評価結果】 ○約1300件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 10,613
・大型放射光施設 １/３から１/２程度予算の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、運営の一層の効率化に向け
（SPring-8） 意見はごく少数であり、例えば「今経済 努力するとともに、利用料金体系の見

【主な理由・コメント】 が困窮している中で、この事業がないと 直しなどにより自己収入の増額を図り
○少なくとも１/３から１/２の縮減を求めた 国民が困るとは思えない」、「多額の運 ますが、施設運営のために不可欠な
い。 営経費を投入する必要性の説明が不十 経費は確保して参ります。

分」といった意見。
○利用時間の増加に向けて努力すべき。 ○事業仕分けの結果に反対する意見がほ

ぼ全てであり、例えば「我が国の科学の
進歩に大きく寄与しており、実際に多数

○ランニングコストとして国費を年８６億投 の利用実績・研究成果を上げていること
じ続けることに対するメリットが説明され から、引き続き現状の利用環境を維持し
ていない。 ていくべき」、「研究は予想できない部分

がほとんどで、国は研究基盤を用意し、
短期的な収支見込みだけでなく、長期的
な視点で支援すべき」、「予算削減によ
り、利用者の料金負担が高額になれば、
研究者による利用は著しく困難となる」、
「1/2から1/3の予算縮減では、施設の維
持・運営自体が不可能になる」といった
意見。

（独）理化学研究所 1,278 【評価結果】 ○約1,400件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 1,248
・植物科学研究事業 １/３程度予算の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、農水省との連携の強化を図

意見はごく少数であり、例えば「研究成 り、また植物科学研究事業における解
【主な理由・コメント】 果を作物等に応用すべき」、「予算の無 析対象を厳選するなど事業の効率化
○さまざまな意見があったが、圧倒的多数 駄を反省すべき」といった意見。 を行いますが、大学等の植物科学研
が縮減という意見であったため平均する ○事業仕分けの結果に反対する意見がほ 究を支える技術基盤は維持して参りま
と１/３の予算縮減と集約したい。 とんどであり、例えば「応用研究にシフト す。

○食料増産等に役立つ植物科学研究をう するためにも基礎研究は継続すべき」、
たっていながら、食料産業ニーズを意識 「環境問題や食料自給問題の解決のた
しない基礎研究に陥っている。 めにも重要」といった意見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

（独）理化学研究所 3,170 【評価結果】 ○約1,300件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 3,126
・バイオリソース事 １/３程度予算の縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、民間に対するリソース手数料
業 意見はごく少数であり、例えば「リソース の見直しを行うなど、国費投入を縮減

【主な理由・コメント】 を厳選し、収集と配付事業に集中すべ いたしますが、現在の事業の規模・質
○縮減というご意見が多く、１/３縮減程度 き」、「相当の実費を取るという方向性の は確保いたします。
の予算縮減としてまとめたい。 転換に賛成」といった意見。

○リソースの確保は国がやるとしても、一 ○事業仕分けの結果に反対する意見がほ
般に安く供給する必要はないのではない とんどであり、例えば「バイオリソースは
か。 科学技術の発展を支える基盤であり、我

が国の生命科学研究においてきわめて
重要」、「生物遺伝資源の収集と保存
は、中長期的には我が国に利益をもたら
すことになり、その部分を縮減することは
結局国益の莫大な損失に繋がる」といっ
た意見。

（独）海洋研究開発 10,785 【評価結果】 ○約200件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 10,246
機構 予算要求の１割から２割縮減 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、地球深部探査船「ちきゅう」に
・深海地球ドリリング 意見はごく少数であり、例えば「仕分け よる深海地球ドリリング計画は、日米
計画推進 【主な理由・コメント】 結果に同調」といった意見。 を始めとする計24カ国で合意している

○急ぐだけが目的ではないので、外部収入 ○事業仕分けの結果に反対する意見は大 統合国際深海掘削計画（ＩＯＤＰ）に基
を増やして国費投入を減額した上で、持 半であり、例えば「日本が「ちきゅう」の運 づく国際共同プロジェクトであり、「ちき
続的に研究をしたほうがよい。 用に出す資金を減らし、運用に支障が出 ゅう」にはＩＯＤＰに参加している各国の

れば、国際的な信用を失う」、「地震メカ 研究者も乗船することとなっているた
ニズム研究や海洋資源の研究上重要」 めに、 この国際約束（計画）に反しな
といった意見。 い範囲で縮減を図って参ります。

（独）海洋研究開発 1,295 【評価結果】 ○約250件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 1,093
機構 少なくとも来年度の予算の計上は見送り又 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、「地球内部ダイナミクス研究」
・地球内部ダイナミ は予算要求の半額縮減 意見はごく少数であり、例えば「仕分け は、「ちきゅう」で掘削した試料を活用
クス研究 結果に大賛成」といった意見。 し、地震発生メカニズムの解明等に向

【主な理由・コメント】 ○事業仕分けの結果に反対する意見は大 けた研究を推進しており、「ちきゅう」に
○「少なくとも来年度の予算の計上は見送 半であり、例えば「会議の間、地球内部 よる掘削の科学的成果を得るために
り」と「予算要求の半額縮減」の両案併記 ダイナミクスに予算をつけるのが妥当 必要不可欠なものなので、国際約束
とする。 か、ほとんど議論されなかった」、「地球 （計画）に基づき、「ちきゅう」によって

○7000メートル掘削できてから研究すれば 内部ダイナミクス研究の削減はポスドク 採取された試料の分析・解析を行い海
よい。 など大量の失業者を生むことになり、現 溝型地震発生メカニズムの解明を進

○純粋な基礎研究でありながら、競争性が 場に大きな混乱をもたらす」、「地球内部 めるとともに、ポスドクを始めとする若
ないままに、海洋研究開発機構へ国費 ダイナミクス研究の欠損は、超深度の掘 手任期付研究員等の雇用を確保する
が投入されているのは、他の基礎研究と 削による今後の研究をなしえない状況と ことに留意しつつ、縮減を図って参りま
比べて著しく平等性を欠く。 なることは確実」といった意見。 す。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

（独）宇宙航空研究 5,800 【評価結果】 ○約1,200件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見な 2,950
開発機構 来年度の予算計上は見送り ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する どを参考に、内閣官房長官、宇宙開発
・GXロケット（LNG推 意見はごく少数であり、例えば「GXロケッ 担当大臣、文部科学大臣、経済産業
進飛行実証プロジ 【主な理由・コメント】 トはH2ロケットと重複しており不要 」、 大臣で、「ＧＸロケット及びＬＮＧ推進系
ェクト） ○現在のプロジェクトは、ＧＸロケットの開 「開発をして何に使用するのかが分から に係る対応について」（平成21年12月）

発としては廃止すべきである。エンジン ない」、「将来の利用計画が未定の以 を決定しました。この決定を受けて、Ｇ
開発部分については、一旦仕切り直した 上、これ以上の進展を望むのは困難で Ｘロケットへの搭載を前提としたLNGエ
うえで、エンジン開発を進めることの意味 ある」といった意見。 ンジンの予算計上については見送る
があるのかどうかを、しっかりと検討する ○事業仕分けの結果に反対する意見が大 一方、エンジンの高性能化・高信頼性
必要がある。 半であり、例えば「ＬＮＧ（メタン）を推進薬 化に向けた研究開発（燃焼圧力を段

とするロケットエンジンは将来の月・火星 階的に上げる燃焼試験等）等を行い、
○ＧＸロケットの目途が立たない中で、エン 探査などで有望なエンジンであり、日本 将来の将来的な国内外のロケットや
ジンのみを切り離しても、開発後の事業 が近い将来、月探査に向かうためには 軌道間輸送への適用を視野に、国際
化の目途が立たない。 必要な技術」、「ロケット開発は日本の最 競争力ある汎用性の高いＬＮＧエンジ

先端技術力を世界に誇示することができ ン技術の確立を図ることと致しました。
るもの。商業的価値もあり、新産業を切
り拓き雇用の拡大が見込まれるのでは
ないか」、「我が国のロケットラインナップ
も複数用意しておき関連企業が国内で
技術開発を行う、また補完しあう環境を
整えておかなくてはなりません」といった
意見。

（独）宇宙航空研究 25,981 【評価結果】 ○約170件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 25,127
開発機構 予算の要求の縮減（１割） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、国際約束の遂行を着実に確
・宇宙ステーション 意見はごく少数であり、例えば「明確な 保しつつ、予算の見直しを行います。
補給機（HTV) 【主な理由・コメント】 見通しがない限り、年度ごとに見合った ○具体的には、22年度分は国際約束上

○国際約束があること、意義があるという 予算で対応すべき」、「宇宙利用が宇宙 削減できないことから、平成23年度分
ことで要求通りという声がある一方、なん ビジネスとして成り立つなら推進すべき 以降について予算の縮減を行いま
とかコスト削減の努力ができないかとい だが、夢があるという意義が大部分を占 す。
う声もあった。 めるのであれば、日本が先頭を切る必

○国際約束の下、年１回の打ち上げは必 要はなく、後追いで十分である」といった
要。ただ、ＨＴＶの製作についてコストを 意見。
できるだけ削減する努力を求める。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

○事業仕分けの結果に反対する意見は大
半であり、例えば「HTVの成功は日本人
の意気を高めた」、「HTVはスペースシャ
トルの退役後、国際宇宙ステーションへ
の物資輸送を行う重要な役割を担ってお
り、予算の縮減は国際的な役割を果た
せなくなり信頼を失う可能性がある」、「H
TVの打ち上げから大気圏再突入まで失
敗なくやり遂げられた技術は素晴らしく、
予算縮減について理解ができない」とい
った意見。

（独）宇宙航空研究 8,963 【評価結果】 ○約50件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 8,067
開発機構 予算の要求の縮減（１割） ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、事業の着実な推進を確保しつ
・衛星打上げ（24年 意見はごく少数であり、例えば「成果を国 つ、計画の見直しなどによる予算の縮
度以降打上げ分） 【主な理由・コメント】 民に告知するべき」、「「衛星開発」の必 減を図ります。

○国際約束があること、科学という意味で 要性、重要性は理解するが、厳しい財政
意義があるということで要求通りという声 状況を踏まえ、延期、凍結など縮減もや
がある一方で、優先順位や重点化、コス むなし」といった意見。
ト削減の努力をしていただきたいというこ ○事業仕分けの結果に反対する意見が大
ともある。 半であり、例えば「「だいち２号」は、災害

○宇宙基本計画においても財政的限界を に連結する地震や火山等の研究や、被
踏まえて、戦線縮小が必要である。「選 害状況等の把握などにおいて他国では
択と集中」、「重点化」、「優先順位」の確 提供できないデータを提供することがで
認が必要な時期に来ている。 きるため、国際的な貢献度が大きい」、

「「はやぶさ」が生み出した科学研究にお
ける成果は、目を見張るべきものがあ
り、また、世界的に権威のある科学雑誌
Scienceが、「はやぶさ」の研究結果のた
めに特集号を組んだことからも、そのイ
ンパクトは明らか」、「もともと諸外国に比
べ非常に少ない予算で組まれており、こ
れ以上の予算縮減は事業自体を中止に
追い込む可能性が高くなる」といった意
見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

（独）日本原子力研 43,554 【評価結果】 ○約500件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見も 42,095

究開発機構 事業の見直し ○そのうち、予算の削減に賛成する意見は 踏まえ、経済産業省との間で、エネル

・高速増殖炉（FBR） 概ね1割であり、例えば「もんじゅは廃炉 ギー基本計画（H19閣議決定）や原子

サイクル研究開発 【主な理由・コメント】 にすべき」、「高速増殖炉の研究は仏国 力政策大綱（H17原子力委員会）を再

○経済産業省と文部科学省の責任、役割 や米国で中止されてるため不要」といっ 確認し、高速増殖炉サイクル政策の

の分担が不明確であり、その整理をしな た意見。 推進のため、「もんじゅ」の早期運転再

ければ結論を出すのは困難。ただし、そ ○予算の削減に反対する意見は概ね9割 開と2025年の実証炉の運転開始が不

の前提の上であるが、もんじゅ本体の再 であり、例えば「温室効果ガスの排出削 可欠と結論づけました。

開は残し、それ以外は、凍結という大方 減には、原子力が必要」、「ウラン資源の ○また、経済産業省との間で、高速増殖

の方向も示された。 長期的利用に必要な技術」といった意 炉サイクル技術開発について、原型

見。 炉までは主に文部科学省、実証炉に

ついては主に経済産業省という役割

分担を再確認しており、「もんじゅ」を

早期に運転再開し、実証炉の概念設

計を2015年に提示するという目標達

成に支障のない範囲で歳出削減を図

ります。

（独）日本原子力研 4,233 ○約300件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 3,983

究開発機構 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、外部利用を２割程度（約２～３

・材料試験炉研究開 意見は概ね1割であり、例えば「妥当な 億円見込み）拡大させるための取組を

発（JMTR) 結果」といった意見。 行うとともに、それに相当する程度の

○事業仕分けの結果に反対する意見は概 国費を縮減いたします。

ね9割であり、例えば「原子力分野の研

究開発は必要である」、「医療用RI製造

に必要」といった意見。
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（単位：百万円）

項 目 名 要求額 事業仕分けの結果 国民から寄せられた意見 予算案における対応 予算額
(案)

（独）日本原子力研 8,302 【評価結果】 ○約300件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見も 7,909

究開発機構 来年度の予算計上の見送りを視野に、経 ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、経済産業省と協議を行い、最

・高レベル廃棄物処 産省の全体計画を含めて検討 意見は概ね1割であり、例えば「放射性 終処分施設建設地の選定には平成２

分技術開発（深地 廃棄物の地層処分に反対」、「海外に技 ０年代中頃までの精密調査開始が不

層部分） 【主な理由・コメント】 術協力を依頼すればよい」といった意 可欠とする、特定放射性廃棄物の最

○経産省が処分事業に責任を持っていて、 見。 終処分に関する計画（H20閣議決定）

その重要な一要素である部分を文部科 ○事業仕分けの結果に反対する意見は概 との整合性を再確認いたしました。

学省が担っているので、この事業だけで ね9割であり、例えば「国が積極的に行う ○また、同計画の達成に必要な科学的

は判断できない。来年度の予算計上の べき事業」、「処分地の決定よりも処分技 知見を適時に提供するための原子力

見送りを視野に、経産省の全体計画を 術の確立が先」といった意見。 機構の事業計画について、国の最終

含めて検討していただくという結論。 処分政策のスケジュールに影響を与

えない範囲で歳出削減を図ることで、

○最終処分地の決定に合わせ、後ろ倒し 経済産業省と文部科学省で合意いた

にするべきではないか。当初計画を超過 しました。

する可能性がある。計画の見直しが必

要。

（独）日本原子力研 3,293 【評価結果】 ○約４０件の意見。 ○事業仕分けの結果や頂いた御意見を 3,293

究開発機構 予算要求通り ○そのうち、事業仕分けの結果に賛成する 踏まえ、予算要求通りで対応いたしま

・国際熱核融合実験 意見は概ね７割であり、例えば「研究を す。

炉研究開発（ITER 【主な理由・コメント】 止めて諸外国に遅れを取れば取り戻す

（サテライト・トカマ ○予算要求通りとするが、本当にうまくいく ことは困難」、「核融合技術こそが技術立

ク計画）） のかということについては、常に精査、チ 国日本の力を世界に示すべき案

ェックしながら進めていただきたい。 件」といった意見。

○事業仕分けの結果に反対する意見は概

ね３割であり、例えば「研究は進めるべき

だが、当面国内に大規模施設は必要な

い」といった意見。
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最先端研究開発支援について

○ 将来における我が国の経済社会の基盤となる先端的な研究開発の推進
○ 潜在的可能性を持った研究者に対する支援体制の強化

○ 将来における我が国の経済社会の基盤となる先端的な研究開発の推進
○ 潜在的可能性を持った研究者に対する支援体制の強化

○ 研究者を最優先した従来にない研究者支援のための制度の創設
○ 我が国の中長期的な国際競争力、底力の強化
○ 研究成果の国民及び社会への成果還元

○ 研究者を最優先した従来にない研究者支援のための制度の創設
○ 我が国の中長期的な国際競争力、底力の強化
○ 研究成果の国民及び社会への成果還元

最先端研究開発支援プログラム （先端研究助成基金 １，５００億円）

最先端研究開発戦略的強化費補助金 （平成２２年度予算案 ４００億円）

１，０００億円

○ ３～５年で世界のトップを目指した先端的研究
○ 基礎から応用まで、さまざまな分野が対象

⇒ ３０課題を選定（現在研究費を精査中）

５００億円

総合科学技術会議で検討中の案
○ 潜在的可能性を持った次世代の研究支援
○ 若手の年齢は原則４５歳を上限
○ 女性の割合や地域性を考慮
○ 研究対象は ｸﾞﾘｰﾝ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ又は ﾗｲﾌ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
○ １課題４年間で２億円を上限、３００件を目安

１００億円程度

○ 最先端研究開発支援プログラムに採択された
３０課題の研究開発を一層加速・強化

連 携

３００億円程度

○ 若手・女性等研究者に対する支援を強化するため、
中長期的な研究開発を戦略的に実施

○ 研究基盤の設備・運用などの経費を措置
○ 海外への研究者派遣（武者修行）の機会提供

相互 補完

最先端研究（３０課題）

最先端研究（３０課題）

若手・女性の研究活動を支援

若手等が活躍する研究基盤の強化
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